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序　　　　　文

　日本国政府は、シエラレオネ共和国政府の要請に基づき、同国カンビア県において「持続的稲

作開発プロジェクト」を実施することを決定し、独立行政法人国際協力機構がこのプロジェクト

を実施することとしました。

　当機構は、プロジェクトの開始に先立ち、プロジェクトを円滑かつ効果的に進めるため、2010

年２月20日から同年３月21日までの30日間にわたり、農村開発部乾燥畑作地帯第二課長（当時）・

花井淳一を団長とする事前調査団４名を現地に派遣しました。同調査団は、シエラレオネ共和国

政府の意向を聴取し、現地踏査の結果を踏まえ、要請の背景、協力課題の絞込み、先方実施体制

等について大枠で合意に至りました。

　本報告書は今回の調査を取りまとめるとともに、引き続き予定しているプロジェクトの円滑な

実施に資するためのものです。

　終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

　平成22年６月

独立行政法人国際協力機構

農村開発部長　小原　基文
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略語 英文名称 日本語訳

ABC Agricultural Business Center 農業ビジネスセンター

AfDB African Development Bank アフリカ開発銀行

AU African Union アフリカ連合

BES Block Extension Supervisor 地区普及監督員

CAADP
Comprehensive African Agricultural 
Development Program

包括的アフリカ農業開発プログラム

CARD Coalition for African Rice Development アフリカ稲作振興のための共同体

COMESA
Common Market for Eastern and Southern 
Africa

東南部アフリカ共同市場

C/P Counterpart カウンターパート

EAAPP East Africa Agricultural Productivity Program 東アフリカ農業生産性プログラム

ECOWAS Economic Community of West African States 西アフリカ経済共同体

EU European Union 欧州連合

EUFFP European Union Food Facility Program 欧州連合食糧アクセス改善プログラム

FAO Food and Agriculture Organization 国連食糧農業機関

FBO Farmer Based Organization 農民組織

FEW Field Extension Worker 普及員

FFS Farmer Field School 農民学校

GAFSP
Global Agriculture and Food Security 
Program

グローバル農業食糧安全保障プログラム

GDP Gross Domestic Product 国内総生産

IAEA International Atomic Energy Agency 国際原子力機関

IRRI International Rice Research Institute 国際稲研究所

IVS Inland Valley Swamp 小規模河岸低湿地

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構

M/M Minutes of Meeting 協議議事録

MAFFS
Ministry of Agriculture, Forestry and Food 
Security

農業森林食糧安全保障省

MAFFS-K
Kambia District Office, Ministry of 

Agriculture, Forestry and Food Security
農業森林食糧安全保障省カンビア県事務所

NRDS National Rice Development Strategy 国家稲作振興戦略文書

NSADP
National Sustainable Agricultural 
Development Plan

国家持続的農業開発計画

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス



RARC Rokupr Agricultural Research Center ロクープル農業研究所

R/D Record of Discussion 討議議事録

SCP Small-holder Commercialization Program 小規模農家商業化プログラム

SLARI Sierra Leone Agricultural Research lnstitute シエラレオネ農業研究所

SLPMB Sierra Leone Produce Marketing Board シエラレオネ農産物販売委員会

SMS Subject Matter Specialist 特定課題専門官

TP-R Technical Package for Rice 稲作技術パッケージ

UNDP United Nations Development Program 国連開発計画

WAAPP
West Africa Agricultural Productivity 
Program

西アフリカ農業生産性プログラム

WB World Bank 世界銀行

WFP World Food Program 世界食糧計画
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第1章　詳細計画策定調査の概要

１－１　要請の背景と調査の目的

（１）要請の背景

　シエラレオネ共和国（以下、「シ」国と記す）の社会・経済は、2008年は5.5％の実質GDP
成長率を見せるなど2002年の内戦終結以降回復基調にあるが、人間開発指数は未だ182カ国

中180位（UNDP人間開発報告書2009）に留まっており、人材育成やインフラ整備のために

外部からの支援が必要な状況が続いている。地方部と都市部との格差も大きく、内戦で損な

われた施設の復旧や制度の立て直しは十分ではない。

　「シ」国は、主食として年間一人当たり104kgのコメを消費するアフリカでも有数のコメ消

費国であるが、国内生産量は、内戦終結直前の2001年には過去最低の20万 t台にまで減少し

た。翌年からは増産に転じ、2007年には約64万 tに達したものの、自給率は70％にも満たない。

国内の稲作農家約64万戸（2004年）のうち所有面積１ha以下の小規模零細農家が85％を占める。

適正技術の開発・普及など、これら小規模零細農家の生産性・収益性向上が課題となっている。

なかでもギニア国境に位置するカンビア県は、内戦前は国内有数のコメ生産地として知られ

ていたが、現在その生産量は約4.8万 t（2004年）に落ち込んでいる。

　JICA は 2006 年 よ り 農 業 森 林 食 糧 安 全 保 障 省（Ministry of Agriculture, Forestry and Food 
Security：MAFFS）を実施機関として「カンビア県農業強化支援プロジェクト」（以下、「既

往案件」と記す）を実施し、同県農業セクターの生産性向上のための農業技術パッケージ及

び農業技術支援マニュアルを作成した。そのうち稲作技術パッケージ（Technical Package for 
Rice：TP-R）では、目標収量を1.0 ～ 1.5t/haと設定し、畑地における陸稲直播と低湿地での水

稲移植に大別して、それぞれ圃場整備、播種、肥培管理及び収穫後処理等について体系的に

取りまとめた。採用されている技術は、栽培暦の遵守や合理的な播種方法（陸稲）、適切な

圃場準備作業や移植方法（水稲）、除草・病害虫防除、施肥、種子の取り扱いなど、基礎的

なものが中心である。また同案件では、農家に対する普及は行っていないものの、実証サイ

トにおける協働等を通じて農業森林食糧安全保障省カンビア県事務所（Kambia District Office, 
Ministry of Agriculture, Forestry and Food Security：MAFFS-K）職員の能力強化を行った。

　同プロジェクトの終了を受け、「シ」国政府より、ロクープル農業研究所（Rokupr 
Agricultural Research Center：RARC）におけるTP-Rの追加実証及びカンビア県の農家に対する

TP-Rの普及を目的とした技術協力プロジェクトが要請された。同要請を踏まえ、JICAは2010

年２月に詳細計画策定調査団を派遣し、「シ」国政府関係者と協議を行い、「持続的稲作開発

プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」と記す）の枠組みを決定することとした。

（２）調査の目的

１）案件の立ち上げを目指して、現地関連機関との調整及び追加情報の収集を行うとともに、

協力の基本計画〔討議議事録（Record of Discussion：R/D）案、プロジェクト・デザイン・

マトリックス（Project Design Matrix：PDM）案等〕について、先方と議事録で確認する。

２）プロジェクト実施の妥当性確認のため、評価５項目の視点で評価を行う。
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１－２　調査団の構成

氏名 担当分野 所属

1 花井　淳一 総括 JICA農村開発部乾燥畑作地帯第二課長（当時）

2 井上　晴喜 農業技術 株式会社レックス・インターナショナル

3 加藤　満広 事前評価 JICAガーナ事務所企画調査員

4 石塚　史暁 調査企画 JICA農村開発部乾燥畑作地帯第二課職員

１－３　調査日程

月日 花井、加藤、石塚 井上

1 2/20（土） 移動

2 2/21（日） 移動

3 2/22（月） JICA、MAFFS、カンビアに移動

4 2/23（火） MAFFS-K、RARC

5 2/24（水） MAFFS-K

6 2/25（木） Robennah、Kunthai サイト調査

7 2/26（金） MAFFS-K

8 2/27（土） MAFFS-K

9 2/28（日） MAFFS-K

10 3/1（月） RARC、Robat サイト調査

11 3/2（火） ポートロコ県、ボンバリ県、トンコリリ県調査

12 3/3（水） モヤンバ県、トンコリリ県、ボンバリ県調査

13 3/4（木） ポートロコ県、ベトナム支援案件調査

14 3/5（金） RARC

15 3/6（土） Sabuya、Kalintin サイト調査

16 3/7（日） 移動
Robat、Macoth サイト調査

フリータウンへ移動

17 3/8（月） 移動 資料整理

18 3/9（火） JICA、MAFFS、SLARI 資料整理

19 3/10（水） WB、FAO 資料整理

20 3/11（木） カンビアに移動、RARC カンビアに移動、RARC

21 3/12（金） MAFFS-K、RARC、サイト MAFFS-K、RARC、サイト

22 3/13（土） FBO との意見交換、サイト FBO との意見交換、サイト

23 3/14（日） フリータウンに移動
ボ県に移動

Makali トレーニングセンター調査
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１－４　主要面談者

＜「シ」国側＞

（１）農業森林食糧安全保障省（Ministry of Agriculture, Forestry and Food Security：MAFFS）
Dr. Joseph S. Sesay 大　臣

Dr. Louell Ghandi Thomas 副大臣

Mr. Francis A. K Sankoh 次　官

Mr. B. J. Bangra 普及局長

Mr. B. A. Massaquoi 作物局長

Mr. Peter A. Kamara NRDSフォーカルパーソン

Ms. Phebean B. Fofanah カンビア県事務所長

Ms. Philip Conteh ポートロコ県事務所長

Ms. Danis Paul ボンバリ県事務所長

Mr. Slingo Osman Kamara モヤンバ県事務所長

（２）シエラレオネ農業研究所（Sierra Leone Agricultural Research Institute：SLARI）
Dr. Alfred Dixon 所　長

（３）ロクープル農業研究所（Rokupr Agricultural Research Center：RARC）
Dr. Idriss Baggie 所　長

（４）世界銀行（World Bank：WB）
Mr. Charles Annor-Frempong 上級農業スペシャリスト

（５）国連食糧農業機関（Food and Agriculture Organization：FAO）

Dr. Kevin D. Gallagher 現地代表

Mr. David Mwesigwa EUFFPコーディネーター

（６）世界食糧計画（World Food Program：WFP）
Dr. Christa Rader 現地代表

24 3/15（月） MAFFS、WFP
ボンテ県 Torma Bur サイト視察

カンビアに移動

25 3/16（火） MAFFS Rosinor サイト調査、MAFFS-K

26 3/17（水） MAFFS、SLARI RARC、MAFFS-K

27 3/18（木） MAFFS RosinorABC 設立状況調査

28 3/19（金） M/M 署名 フリータウンに移動

29 3/20（土） 移動　 移動　

30 3/21（日） 移動 移動
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＜日本側＞

（１）JICAシエラレオネ・フィールドオフィス

吉川　正宏 所　長

立田　亜紀子 所　員
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第２章　調査結果概要

２－１　農業政策

（１）CAADPプロセスの進行

　「シ」国では、アフリカ各国で加速する「包括的アフリカ農業開発プログラム（Comprehensive 
African Agricultural Development Program：CAADP）1」プロセスの下、同国の農業セクター開発・

投資計画である「国家持続的農業開発計画（National Sustainable Agricultural Development Plan：
NSADP）」が2009年８月に策定され、①農産物の商品化、②農業インフラ整備、③関連産業振興、

④セクター内連携の４つの柱の下、今後すべての農業セクター開発事業はNSADPに即したも

のとして実施されることとなる。

　コメは、同計画の第一の柱である「農産物の商品化」コンポーネントにおいて、砂糖やカ

カオ、コーヒー、パーム油などとともに重点農産物として位置づけられており、生産・収穫

後処理・販売の各段階における市場を意識した付加価値化を通じて、生産量の増大による自

給達成・食糧安全保障及び小規模農家の貧困削減に貢献することが期待されている。同コン

ポーネントはさらに「小規模農家の商業化（Small-holder Commercialization Program：SCP）」と「中

大規模農家の商業化」に分かれており、本プロジェクトは前者の取り組みの一つとして位置

づけられる。

　SCPの主な事業内容は、①農民学校（Farmer Field School：FFS 2 ）を通じた生産強化、②

農民組織（Farmer Based Organization：FBO）に対する技術面・資金面での直接支援、③農業

資材販売や農産物の保存・加工・販売促進の拠点となる農業ビジネスセンター（Agricultural 
Business Center：ABC）の設置である。現在、大統領府及び担当閣僚であるMAFFS大臣のイ

ニシアチブの下、強化対象となるFBOやABC設置サイトの選定等、具体化に向けた作業が急

速に進んでおり、EUやFAOをはじめとする複数のドナーも資金面・技術面での支援を決定

している。特にEUは、専任のコーディネーターをMAFFS内に置き、FBO強化やABC運営の

上でフォーカルポイントとなるMAFFS職員に対し、FFS手法やABCの運営にかかる研修を

Makaliにおいて実施中である。　

　「シ」国におけるFFSは2003年にFAOによって導入され、現在までに約25,000人の受講者

が存在する。SCPにおいても、技術普及の中核となる手法として取り上げられており、上述

のとおり既にMAFFS職員をファシリテーターとして養成するための研修が行われているとこ

ろである。

　SCPの強化対象となるFBOの数は、全国で約400（１県当たり30程度×13県）であり、そ

の選定は既に完了している。各FBOは基本的に20 ～ 30世帯から成り、農作物の生産・出荷

における共同作業等を行っている。各FBOは各県の議会（District Council、兼行政府）に登録

1　「包括的アフリカ農業開発プログラム（CAADP）」： 2003年にAUが採択した農業開発戦略。①持続的な土地・水管理、

②マーケットアクセス改善に向けた地方・貿易インフラ整備、③食糧増産と飢餓減少、④農業研究と技術普及の

四本柱からなり、農業セクターに各国国家予算の最低 10％を振り向けることにより、年平均６％の成長を目指す。
2　「農民学校（FFS）」：研修を受講した行政職員や NGO 職員がファシリテーターとなり、特定の作物・テーマに関

し 1 シーズンを通して 20 ～ 30 名程度の農民グループが行う学習プロセス。普及員が農民に栽培技術等を直接指

導するという従来の方法ではなく、農民が経験上有している栽培技術や病害虫防除技術を農民間で共有するとと

もに、農民が抱いている疑問等に対してファシリテーターが助言を行うという手法を用いて、農民の生産活動に

対する意欲と自主性を強め、グループとしての農業生産向上・生活環境の改善を目指す。1989 年に FAO によって

インドネシアで実施されたものが最初であり、現在までにアジアを中心に 200 万人以上の受講者が存在する。
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される必要がある。強化対象として選ばれたFBOには、肥料や種子等の資材及びパワーティ

ラー・脱穀機等の機材供与の他、FFSによる技術研修等が行われる予定である。カンビア県

における強化対象FBOの一覧は表２－１のとおり。また、強化対象FBOに対する一般的な支

援パッケージ内容は表２－２に示すとおり。

　各地域におけるSCPの推進拠点となるABCは、全国で150箇所に設置される予定であり、

カンビア県では既に15のサイト選定が完了している。ABCの主な機能は、①肥料・種子等の

販売、②生産物の共同集出荷、③小規模金融サービス（マイクロクレジット）であり、籾摺

り精米機や事務機器等の供与が行われる予定である。ABCの運営は上述の強化対象FBOから

選出される委員会（Board）によって行われる予定であり、研修を受けたMAFFS普及員が監督・

指導にあたる。カンビア県における設置予定ABCの一覧は表２－１に示すとおり。

表２－１　カンビア県における強化対象FBO及びABC一覧

FARMER BASED ORGANIZATION（FBO） AGRICULTURAL BUSINESS CENTRE（ABC）

NO NAME OF FBO CHIEFDOM VILLAGE
NAME OF 

COMMUNITY 
WORKER

NO CHIEFDOM VILLAGE
NAME OF 

EXTENSION 
OFFICER

PRIORITY 
ACTIVITIES 

OF ABC

1 Tawopaneh Gbinleh Dixon Masiaka John .B. Kamara 1 Gbinleh Dixon Andrew Mambu

2 Famato Gbinleh Dixon Tawuya John .B. Kamara Gbinleh Dixon Gbalamuya Andrew Mambu Groundnut

3 Tanenkasu Gbinleh Dixon Gbalamuya John .B. Kamara Gbinleh Dixon Andrew Mambu

4 Mabuku F/A & Tamaraneh Samu Kychum Mohamed Jah 2 Mambolo Kychum Andrew Mambu Rice

5 Kassiri Agric. Youth Dev. Samu Kassiri Mohamed Jah 3 Mambolo Kassiri Andrew Mambu Rice

6 One Word Samu Rosinoh Osman .T.A. Fofanah 4 Mambolo Rosinoh Andrew Mambu Rice

7 Fathala & Sorbeh Samu Mapotolon Osman .T.A. Fofanah 5 Mambolo Mapotolon Andrew Mambu Rice

8 Kabileh I &II Tonko Limba Kabassa Alpha D.M. Kamara 6 Tonko Limba Daniel .R.B. Lahai

9 Bohawakahu Tonko Limba Kamassasa Alpha D.M. Kamara Tonko Limba Kamassasa Daniel .R.B. Lahai Groundnut

10
Tonko Limba Womens' 
Coop. Tonko Limba Madina Abdul .C.Koroma 7 Tonko Limba Daniel .R.B. Lahai

11 Tonko Limba F/A Tonko Limba Madina Abdul .C.Koroma Tonko Limba Madina Daniel .R.B. Lahai Groundnut

12 Mabohinanday Tonko Limba Madina Abdul .C.Koroma Tonko Limba Daniel .R.B. Lahai

13 Life Ais S/L Tonko Limba Mile 14 Ansumana Kabia Daniel .R.B. Lahai

14 MACoDA Magbema Old Modia Dauda Turay 8 Magbema Sumbuya Daniel .R.B. Lahai Groundnut

15 Yagiba Bramaia Kanku 
Bramaia Dauda Turay 9 Kukuna Daniel .R.B. Lahai

16 Bramaia Dev. F/A Bramaia Kukuna Dauda Turay Kukuna Kukuna Daniel .R.B. Lahai Groundnut

17 One Word Bramaia Kabbaya Dauda Turay Kukuna Daniel .R.B. Lahai

18 Takleneh Magbema Gbainkfay Umaro Bangura 10 Magbema Abu Bakarr Kamara

19 Mapalampo Magbema Mapaigbo Umaro Bangura Magbema Rokupr Abu Bakarr Kamara Rice

20 Magbapsa/Meni Curve F/A Magbema Magbapsa/
Meni Curve Umaro Bangura Magbema Abu Bakarr Kamara

21 Over Bridge Magbema Rokupr Umaro Bangura Magbema Abu Bakarr Kamara

22 Magbema Women Coop. Magbema Masineh John .B. Kamara 11 Magbema Masineh Abu Bakarr Kamara Rice

23 Rofeika Women F/A Masungbala Rofeika Lansana .M. Banting 12 Masungbala Abu Bakarr Kamara

24 Lal-Bana F/A Masungbala Robenneh Lansana .M. Banting Masungbala Kayimbor-Bana Abu Bakarr Kamara Rice

25 Kankna Magbema Kawullah Ansumana Kabia 13 Masungbala Abu Bakarr Kamara

26 Bena F/A Masungbala Robena Ansumana Kabia Masungbala Kawullah Abu Bakarr Kamara Groundnut

27 Little Scarcies F/A Mambolo Tombo Wallah Thomas Turay 14 Mambolo Tombo Wallah Abu Bakarr Kamara Rice

28 Matempeh Women Coop. Mambolo Matempeh Thomas Turay 15 Mambolo Abu Bakarr Kamara

29 Mayaki F/A Mambolo Mayaki Thomas Turay Mambolo Matetie/Mambolo Abu Bakarr Kamara Rice

出典：MAFFS 資料（2010 年３月）
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表２－２　強化対象 FBO に対する一般的な支援パッケージ内容

Package Type Inputs Qty/Ha Unit Total Ha Total Qty Unit Cost（Le） Total Cost（Le）

Lowland

Seed Rice
Fertilizer/UREA ＋ DAP
Herbicide
Psticide
Power Tiller
Rice Thresher
Rice cutter
Technical Training

TOTAL（Le）
TOTAL（USD）

62.5
5

2.5
2.5

kg
bag
Liters
Liters

30

30

30

30

1,875
150

75

75

1

1

1

1

3,200
200,000
100,000
100,000

21,000,000
6,800,000
1,800,000
4,923,077 

6,000,000
30,000,000
7,500,000
7,500,000
21,000,000
6,800,000
1,800,000
4,923,077

85,523,077
21,381

Upland

Groundnut seeds
Vegetable seeds
Plantain 
Maize
Cowpea
Fertilizer/NPK 15-15-15
Pesticides
Technical Training
Sheep
Goats
Cockerel

TOTAL（Le）
TOTAL（USD）

135

1.25
750

40

20

5

4

30

30

60

kg
kg

Suckers
kg
kg

bags
Liters

Animals
Animals

Chicks

5

5

5

2.5
2.5
7.5

675

6

3,750
100

50

38

4

1

30

30

60

7,000
1,700,000

5,000
6,000
12,000
200,000
90,000

4,923,077
350,000
250,000
15,000

4,725,000
10,200,000
18,750,000

600,000
600,000

7,600,000
360,000

4,923,077
10,500,000
7,500,000
900,000

66,658,077
16,746

出典：MAFFS 資料（2010 年３月）

（２）CARDイニチアチブの進行

　「シ」国は、「アフリカ稲作振興のための共同体（Coalition for African Rice Development：
CARD）3」イニシアチブの支援対象第一グループに属する。同イニシアチブの下、2009年に「国

家稲作開発戦略文書（National Rice Development Strategy：NRDS）」が策定されており、低湿地

における大幅な単収・作付面積の増加を中心として、2013年までのコメ自給達成に向け、①

農道の整備、②加工・流通設備の改善、③適正な農業技術の普及、④小規模農家や流通業者

への金融サービスの４つが主要な課題として位置づけられている。また、焼畑における雑草

の繁茂と肥沃土の低下を招いている陸稲の栽培面積の拡大を図るよりも、未利用地の残る低

地（IVS、Mangrove Swamps、Riverain、Boliland）での水稲栽培面積の拡大を志向している4。

NRDSに記載されている農業生態系ごとの2007年の稲栽培面積・単位収量・生産量及び2013

3　「アフリカ稲作振興のための共同体（CARD）」：2008 年５月に立ち上げられた、サブサハラ・アフリカ地域におけ

るコメ生産拡大に向けた自助努力を支援するためのコメ生産国とドナー機関による協議・連携の枠組み。2018 年

までの 10 年間で同地域におけるコメ生産倍増を目指し、援助活動の調整・調和、追加的投資の呼びかけ、稲作に

関する情報共有を行う。支援対象国として第一グループ 12 カ国及び第二グループ 11 カ国を決定しており、第一

グループ各国においては各国の稲作振興の方向性を示す国別稲作振興戦略文書（NRDS）が策定されている。
4　「シ」国の農業生態系は、Upland（畑地）、Inland Valley Swamp（IVS：小規模河岸低湿地）、Mangrove Swamp（マングロー

ブ湿地）、Riverain（大規模河川低湿地）、Boliland（内陸低湿地、内陸部にある地形的に周辺部より低い出口のな

い平地で、雨季に冠水し乾季には蒸発と浸透により草地となる）の５つに区分される。
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年、2018年の目標値は表２－３のとおり。なお、上述のNSADPのうちコメにかかるパートは、

NRDSの内容を踏まえて策定されている。

表２－３　2007年の稲栽培面積・単位収量・生産量及び2013年・2018年の目標値

２－２　稲作技術

（１）TP-Rの受容状況

　既往案件において稲作パイロットプロジェクトを実施した７地区の農民グループは、プロ

ジェクト終了後、パイロットプロジェクトでの経験を基に2009 ～ 2010年作期の稲の作付け

を行った。収穫作業は、各地区とも刈り取りを終え、MacothとRobatを除き脱穀を終えていた。

TP-Rで示された技術のパイロット地区農民の受入れ状況の調査結果を表２－４、２－５及び

２－６に示す。主な特記事項は以下のとおり。

　　１）計画された栽培暦に基づく時宜を得た農作業

　各地区の農民グループとも共同圃場で前年の記録（記憶）を参考に作業暦に従って農作

業を実施し、同時に個人が所有する圃場でも同様の農作業を行っていた。農民から、農作

業をカレンダーにして配付してほしいとの要望があった。また、Mangrove Swampsの農民

から、パイロットプロジェクト実施時に配付していた潮汐カレンダーを毎年配付してほし

いとの要望があった。

　　２）合理的な播種量

　播種量はパイロットプロジェクト実施以前に比べて減少している。これは、パイロット

プロジェクトの実施を通じて、以前よりも少ない播種量でも同程度の収穫が得られること

が判明し、種籾の節約によって便益が得られることを、農民が理解したためである。しか

しながら、MAFFS普及員の指導が得られず、圃場の面積測量や種子を重量で図ることが

困難であり、ha当たりの重量あるいはエーカー当たりの量（Bushel）で示された播種量を

実際の本田面積に応じて苗代に正確に播種するのが困難であった。

Ecology

2007 2013 2018

Area

（Ha）

Yield

mt/ha

Prod.

（Mt）

Area

（Ha）

Yield

mt/ha

Prod.

（Mt）

Area

（Ha）

Yield

mt/ha

Prod.

（Mt）
Upland 363,894 0.72 349,561 400,000 1.25 500,000 425,000 1.50 637,500
IVS 170,000

1.23 324,442

225,000 2.50 562,500 400,000 4.00 1,600,000
Mangrove 70,000 100,000 2.25 250,000 125,000 3.50 437,500
Riverain 5,593 25,000 2.50 62,500 50,000 3.50 175,000
Boliland 50,000 80,000 1.50 120,000 100,000 2.50 250,000
Total 659,487 0.97 637,983 830,000 2.00 1,495,000 1,100,000 4.00 3,100,000

出典：「シ」国NRDS
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u

実
施
せ
ず

自
家
採
種

－

発
芽
率

: ほ
ぼ

10
0 %

自
家
採
種

K
ro

 ku
ri,

 P
ot

o k
uy

e e
tc.

実
施
せ
ず

自
家
採
種

Ya
nk

af
or

ie
（

Lo
ca

l v
ar

iet
y）

出
典
：
調
査
団
に
よ
る
現
地
踏
査
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表
２
－
５
　
畑
地
の
直
播
陸
稲
栽
培
技
術
の
受
容
状
況

栽
培
技
術

実
施
地
区

K
un

th
ai

R
ob

en
na

h

圃
場
選
定

ミ
ミ
ズ
、
ヤ
ス
デ
が
成
育
し
て
い
る
土
地
選
定

火
入
れ
す
る
灌
木
林
が
な
く
、
陸
稲
栽
培
が
で
き
ず
。

圃
場
準
備

2
0
0
9
年
３
月
灌
木
伐
採

2
0
0
9
年
４
月

1
8
日
火
入
れ

2
0
0
9
年
３
月
整
地

播
種

・
播
種
量
：
6
3
 k

g/
ha

・
 均

一
な
播
種
と
浅
い
耕

起
1
5
 T

P
均
一
に
播
種
（
2
0
0
9
年
６
月
９
日
）

除
草
及
び
病
害
虫
防
除

・
除
草

・
ネ
ズ
ミ
対
策

・
鳥
害

・
害
虫

・
病
気

２
回
実
施

圃
場
を
フ
ェ
ン
ス
で
囲
む

播
種
後
３
週
間
実
施

バ
ッ
タ
の
み

認
め
ら
れ
ず

施
肥

・
施
肥

施
与
せ
ず

種
子
の
取
り
扱
い

・
発
芽
試
験

・
自
家
種
子
生
産

・
パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
使
用
し
た
以
外
の
品
種

実
施
（
発
芽
率
は
ほ
ぼ

 1
0
0
 %

）
自
家
採
種

K
is

si
 fu

nd
ay
（
３
か
月
品
種
）

出
典
：
調
査
団

に
よ
る
現
地
踏
査

表
２
－
６
　
収
穫
後
処
理
技
術
の
受
容
状
況

作
業
項
目

 
収
穫
後
処
理
技
術

M
ac

ot
h

R
os

in
or

K
un

th
ai

R
ob

at
R

ob
en

na
h

K
al

in
gt

in
Sa

bu
ya

M
an

gr
ov

e 
sw

am
p

M
an

gr
ov

e 
sw

am
p

IV
S

A
ss

oc
ia

te
d 

m
an

gr
ov

e 
sw

am
p

IV
S

B
ol

ila
nd

IV
S

収
穫
（
刈
り
取

り
）
時
期

適
期
の
刈
り
取
り

刈
り
取
り
の
長
さ
を
長

め
に
す
る

穂
が
適
度
に
乾
燥
し
た
時

刈
り
取
っ
た
稈
で
束
ね
る

穂
が
適
度
に
乾
燥
し
た
時

刈
り
取
っ
た
稈
で
束
ね
る

籾
殻
の
色
の
変
化
で
判
断

刈
り
取
っ
た
稈
で
束
ね
る

止
葉
が
落
葉
し
た
時

穂
の

近
く

で
刈

り
取

り
、

刈
り
取
っ
た
稈
で
束
ね
る

籾
殻
の
色
の
変
化
で
判
断

刈
り
取
っ
た
稈
で
束
ね
る

籾
殻
の
色
の
変
化
で
判
断

刈
り
取
っ
た
稈
で
束
ね
る

籾
殻
の
色
の
変
化
で
判
断

刈
り
取
っ
た
稈
で
束
ね
る

稲
束
の
運
搬
と

乾
燥

運
搬

時
に

容
器

を
利

用
す
る

稲
束

の
下

に
マ

ッ
ト
、

防
水
布
を
敷
く

小
舟
で
運
ぶ

約
３
週
間
乾
燥
さ
せ
る

小
舟
で
運
ぶ

盛
り
土
の
上
で
乾
燥

た
ら

い
に

入
れ

頭
に

載
せ

て
運
ぶ

約
３

日
間

稲
束

を
立

て
て

乾
燥

さ
せ

て
重

量
を

減
ら

す

た
ら

い
に

入
れ

頭
に

載
せ

て
運
ぶ

実
施
せ
ず

た
ら

い
に

入
れ

頭
に

載
せ

て
運
ぶ

実
施
せ
ず

圃
場
で
脱
穀
後
村
に
運
ぶ

４
～
５
日
間
圃
場
で
乾
燥

圃
場
に
放
置

特
に
乾
燥
さ
せ
な
い

脱
穀

脱
穀

場
に

マ
ッ

ト
、

防
水
布
を
敷
く

細
長
い
木
で
穂
を

打
つ

細
長
い
木
で
穂
を
打
つ

脱
穀
で
使
用
す
る
ビ
ニ
ー
ル

シ
ー
ト
を
購
入
す
る
予
定

足
で
穂
を
揉
む

足
で
穂
を
揉
む

足
で
穂
を
揉
む

選
別

脱
穀

場
に

マ
ッ

ト
、

防
水
布
を
敷
く

箕
に
よ
る
風
選

箕
に
よ
る
風
選

箕
に
よ
る
風
選

箕
に
よ
る
風
選

箕
に
よ
る
風
選

箕
に
よ
る
風
選

箕
に
よ
る
風
選

貯
蔵

貯
蔵

前
に

よ
く

乾
燥

さ
せ
る

パ
レ
ッ
ト
の
使
用

ネ
ズ
ミ
対
策

貯
穀
害
虫
対
策

微
生
物
対
策

袋
詰

め
前

に
２

日
間

乾
燥

さ
せ
る

殺
鼠
剤
を
使
用

袋
詰

め
前

に
１

日
間

乾
燥

さ
せ
る

殺
鼠
剤
を
使
用

袋
詰

め
前

に
３

日
間

乾
燥

さ
せ
る

使
用

－
乾
燥
さ
せ
て
い
る

使
用

被
害
が
多
い

袋
詰

め
前

に
２

日
間

乾
燥

さ
せ
る

使
用

殺
鼠
剤
を
使
用

袋
詰

め
前

に
３

日
間

乾
燥

さ
せ
る

使
用

殺
鼠
剤
を
使
用

出
典
：
調
査
団
に
よ
る
現
地
踏
査
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　　３）移植栽培における適切な圃場準備作業（耕起及び代かき）

　本田の代かきは各地区の農民グループとも鍬を用いて行っていた。Macoth及びRosinor
地区ではMangrove Swampsの主要雑草であるKireh-kirehの地下茎及び根が一面に地面を覆っ

ている圃場での耕起・代かきに多大な労力を掛けていた。この雑草が繁茂しているため、

Mangrove Swampsでは耕耘機の要望が強い。

４）健全苗の育成及び適切な移植（短い苗代期間、適切な苗取り、浅植え、少ない一株植え

付け本数）

　苗代期間は本田の水掛かりの影響を受けたが、おおむね農業技術パッケージの奨励期

間内であった。浅植えで生じる浮苗に起因する欠株はほとんど認められなかった。また、

Mangrove Swampsでは移植後の苗がカニによる食害が懸念されたが、移植時がちょうどカ

ニの脱皮時期と一致していたためカニの活動は低調であり、カニの食害による欠株は全く

認められなかった。移植時の少ない一株植え付け本数については、各地区農民グループと

も継続して行っていた。

　　５）水管理用の畦畔建設

　潮汐の影響を受ける地区では畦畔を設けず、他の地区では既存の畦畔を直していた。

Mangrove SwampsのMacothサイトでは干潮期を選んで施肥を行っていた。

　　６）生育期間の短い近代品種の導入

　共同圃場ではパイロットプロジェクトで使用した品種を自家採取して使用し、個人が所

有する圃場でも使用していた。地区内のグループ以外の農民は在来品種を栽培しているが、

Robennahでは村内の農民に対して種子の貸し付けを行っていた。

　　７）収穫ロス低減

　TP-Rでは、①収穫後処理時の損失を減少させ、夾雑物の混入を避けること、及び②収

穫後処理の作業効率を改善させることとして、地面の上にシートや防水布を敷くことを勧

めていた。しかし、農家にとってシートは高額なため、従来のヤシの葉で編んだシートを

使用しており、他の収穫後処理作業も既往案件実施時とは大きく異なっていなかった。異

なっていた点は、①刈取り後に大きなたらいに入れ、乾燥する場所あるいは脱穀する場

所へ運ぶようになっていた（Kunthai、Robat、Robennah）、②Robatでは、脱穀時に地面に

敷いて使用するビニールシートをフリータウンで購入していた、③貯蔵中の籾がネズミ

による食害を防ぐために殺鼠剤を使用するようになっていた（Macoth、Rosinor、Sabuya、
Kalintin）。すなわち、ビニールシートは高額で農民には購入できていない。しかし、農民

間に身の回りの道具や殺鼠剤を使用する、籾摺り・精米機の収益金でビニールシートを購

入するなど、積極的に収穫ロスを削減しようとする行動は認められた。

　　８）供与された収穫後処理機材の活用

　既往案件では、籾摺り・精米機（Engelberg式）、足踏み脱穀機、唐箕及びこれらの収納

庫が供与された。足踏み脱穀機は、農民がイネを刈り取る際に穂首の下を収穫ナイフで刈

り取る習慣が変わらなかったため全く利用されていなかった。唐箕は脱穀後の籾の選別に

は使用されず、籾摺り・精米後に精米と籾殻・米ぬかを分けるのに使用されていた（箕を

用いた風選では時間がかかりすぎるため）。籾摺り・精米機は、農民が収穫された籾を出

荷する際にパーボイルドライスに加工し、精米して出荷すると販売価格が高くなることか

ら、販売するために多量の籾摺り・精米が必要な時にグループ農家以外の村内の農家や周
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辺村落の農家に大いに利用されていた（自家消費用には従来の杵と臼を用いている）。農

民グループから選ばれたオペレーターは、操作と維持管理の研修を導入時、据え付け時、

プロジェクト終了直前の３回受けており、今回の調査時には籾摺り・精米機の操作を適切

に行っていた。また、表２－７で示すとおり、農民グループ及び村の生活環境の向上にも

大きく貢献していた。

表２－７　供与した籾摺り・精米機の効果

地区 籾摺り・精米機の効果

Macoth 賃搗き料を蓄えていた。しかし、リーダーの独断で、知人より勧められた効率の良いという中古

の籾摺り・精米機を購入したが、すぐに壊れて使用不能となった。エンジンは使用できるが、新

たに籾摺り・精米機を購入できないでいる。

リーダーが中古の籾摺り・精米機を購入した時期は、担当のBESがMAFFS-Kを引退し、農民へ

の指導から離れてからである。

Rosinor 籾摺り・精米機を納入先のFINICで修理を試みたが、満足のいくように直らなかった。そこで、

中国製の中古の籾摺り・精米機の購入を三度試みたが購入できなかったため、現在、隣国のギニ

アに人を送って購入を試みているところである。

Kunthai IVSとUplandの２グループで賃搗き料を折半している。

IVSグループは、2009年は賃搗き料で籾摺り・精米機の部品を購入したが、2010年は肥料の購入

に使用する予定でいる。現在、賃搗き料を手元に現金で580,000レオン持っている。

Upland グループは賃搗き料を銀行に400,000レオンを預金し、一部を用いてマイクロクレジット

を始めている。

籾摺り・精米機の修理代は２グループの賃搗き料で賄った。

Robat 籾摺り・精米機が壊れたので、銀行に蓄えていた賃搗き料の2,000,000レオンで新しい中国製の籾

摺り・精米機を購入した。

今後、賃搗き料で共同圃場用の肥料を購入する予定である。

Robennah 賃搗き料を500,000レオン蓄えている。この内の200,000レオンを資金に、婦人10人を対象とした

マイクロクレジット（利子：10%）を始めている。

Kalintin 村も小さく、周辺農家が少ないため、賃搗き料の蓄えはない。また、籾摺り・精米機が故障して

いるが、為す術がない。

Sabuya 蓄えた賃搗き料の一部で村のモスクを改修した。

籾摺り・精米機の摩耗したローラーをFINICが無償で交換してくれるため、現在（2009/3/6）、グルー

プの一員が摩耗したローラーを持ってフリータウンのFINICに行っている。

出典：調査団による現地踏査

（２）TP-Rの他農民への普及

　TP-Rの他農民への普及については、各地区とも共同圃場で用いたTP-Rの一部を農民グルー

プの参加者の所有する圃場でも実践した。さらに村内で真似する農民が少なからず存在して

いた。Robennah、Sabuya、Robatの各サイトでは新たに農民グループを作り、近代品種を用い

てTP-Rによるイネ栽培を始め、Kalintinサイトでは近隣のKasogbo村で農民８名のグループを

作り、在来品種を用いてTP-Rを用いたイネ栽培を始めた。　

（３）農民が直面した問題点

　他方、プロジェクト終了後に各パイロット地区の農民が直面した問題としては、以下の３

点があげられる。
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　第一に、苗代の面積、播種量を正確に図ることができなかった。これは専門家の帰国後、

普及員が全く訪問してこなかったこと、及び、苗代に播種する日に普及員がたまたま来るこ

とができなかったことに起因している。

　第二に、肥料は、独自に購入できず、パイロットプロジェクト実施時に供与された肥料を

苗代にのみ施与した。また、肥料の管理が悪く、肥料が湿ってしまったために水に溶かして

施与した地区もあった。

　第三に、収量は、正確な計測は行っていなかったものの、現地農民の聞き取り結果によれば、

パイロットプロジェクト実施時期と比べ、Macoth地区を除き、全ての地区で一定の減少が見

られた。これは、分けつ数を増やすために浅植えを試みたが、施肥をしなかったため分けつ

数が増えず、単位面積当たりの粒数が少なかったためと思われる。ただし、上述の栽培暦や

合理的な播種量の遵守、移植技術の適用により、パイロットプロジェクト実施以前よりは収

量は改善されたものと考えられる。

（４）MAFFS-K、RARC のTP-Rに対する評価

　MAFFS-Kは、TP-Rを既往案件において専門家チームと一緒に作成したこともあり、TP-R
の有効性を評価している。本調査における聞き取りでも、「2005年の既往案件ベースライン

調査時に同県での平均単収が約0.5t/haであったことを考えると、目標値を1.0 ～ 1.5t/haとし、

かつ３年後にはそれを達成できた（肥料を使えば2.8t/ha近くまで達した）ことは成果であり、

今後はこの収量を安定させることと広範囲で同様の結果を出すことが重要」とのコメントが

得られた。加えて、既往案件で実施された各種研修がMAFFS-Kの人材育成のうえで効果的で

あったとしている。

　RARCは、「下記の５項目について実証調査が必要であり、TP-R改良に向けた実証調査につ

いては協力する」との見解であった。

①施肥（Fertilizer management）：微量栄養素の実証が必要

②収益性（Cost-benefit analysis）：全ての農業生態系での実証が必要

③損益の分岐点（Breakeven point）：確実なものにするために、再度、実証が必要

④収穫作業（Handling of rice）：このような土着の農法（習慣）を分析するためには、県内の

より多くの地域での調査が必要

⑤加工（Processing）：パイロット地区以外での実証が必要

２－３　普及体制

（１）MAFFS県事務所の組織

　MAFFS-K を含む MAFFS 各県事務所の普及体制は、トップである県事務所長（District 
Director）のもと、SMS（Subject Matter Specialist：特定課題専門官）、BES（Block Extension 
Supervisor：地区普及監督員）、FEW（Field Extension Worker：普及員）の三段階によって構成

されている。SMSは日本の専門技術員に相当し、MAFFS-Kにおいては、作物栽培、畜産、林業、

土地・水資源及び計画・評価・統計の各部門を担当する。また、県を３つのブロックに分割し、

各ブロックの責任者としてBESを任命している。加えて、農家と接する最前線の普及員とし

てFEWが各BESの下に８名ずつ配置されており、通常農村に住み、農民の抱えている問題の

把握や解決支援を行う立場にある。MAFFS-Kの普及体制を図２－１に示した。
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図２－１　MAFFS-K組織図

（２）MAFFS-K普及体制の問題点

　高齢化によって退職が生じても交代要員が補充されないなど、FEWの定員は満たしていな

い。また、FEWの能力（基礎的な栽培技術や計算能力）についても疑問符が付くことが既往

案件で報告されている。FEWの能力差の原因としては、FEWの学歴が大卒・短大卒・高卒・

中卒と異なること、1977年以前に中国が行っていた低湿地開発と稲作の研修受講の有無、及

びSMS・BESのFEWに対する指揮・監督が十分でないことが考えられる。FEWは毎月４ガロ

ンの燃料を供与されているが、Macoth、Sabuya、Kalintin担当FEW以外のFEWは、既往案件

終了後一度もパイロット地区を訪れていない。

　現在、上述のとおり、FEWを各地域におけるSCPのフォーカルポイントとすべくFAOが中

心となり研修を行っているところであるが、想定どおりFEWが機能するかどうかは未知数で

ある。またFEWは、必ずしもイネの栽培技術の指導経験を有するとは限らず、本プロジェ

クトにおいてTP-Rを農民に普及する場合、農民のほうがFEWよりも農作業を熟知しており、

農民の疑問に的確に答えられないケースも想定される。

（３）SCPにおける普及体制

　「シ」国では前述のとおりNSADP及び SCPの導入に伴い、2010年までに各県約10名の

MAFFS事務所職員がMakali及びLambayamaの研修センターでFAOの研修を受講する見込み

である。研修終了後は、FBOの体制整備やABCの設立支援を行うとともに、各FBOにおけ

るFFSのファシリテーターとして、農民に対する研修やモニタリングを実施することとなる。

本プロジェクトでも、SCPの進捗及び普及体制の動向に留意しつつ、TP-Rの普及活動を実施

することが望まれる。

　なお、現在「シ」国には統一的な国家普及政策がなく、MAFFS普及局によれば2011年以

降にドラフト作業が開始される見込みである。同ドラフトにおいても、ABCやFFSといった

SCPのアプローチが重視される可能性が高い。
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２－４　研究体制

（１）ロクープル農業研究所（RARC）の組織

　「シ」国における農業研究はシエラレオネ農業研究所（SLARI）が所管しており、その下

に位置づけられるRARCがコメの研究・技術開発を担う。既往案件実施時に比べ国際原子力

機関（International Atomic Energy Agency：IAEA）等の支援を受けて人員・設備が急速に整っ

てきているものの、依然として十分な体制であるとはいえない。RARCの組織図を図２－２、

外部からの支援状況を表２－８に示す。
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図２－２　RARC組織図

 
表２－８　外部からの支援状況

提供者名 援助の種類 提供額 要旨

IAEA  SIL/5/007 実験室用資機材、専門家の

研修、視察

US $ 360,000 突然変異の手法を用いた低投入型農業シ

ステム用のイネの高収量品種の開発

IAEA  SIL/5/008 実験室用資機材、専門家の

研修、視察

US $ 250,000 豆科植物における固定窒素の施肥効果

IAEA  SIL/5/009 実験室用資機材、専門家の

研修、視察

US $ 260,000 突然変異の手法を用いたソルガムの生産

性の改良

IAEA  SIL/5/009 実験室用資機材、専門家の

研修、視察

US $ 260,000 乾季作ソルガムに対する灌漑水の管理

出典：調査団による聞き取り
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（２）RARC各部門の現状

　　１）化学分析部門

　分析室長の Mr. Foday SumahaはRARCに採用され、その後Njala大学で修士の学位を得て

いる。IAEAの研修で2009年10月から２か月間ドイツで原子吸光光度計による化学分析の

研修を受けている。化学分析に必要な資機材は IAEAからの資金・資材援助で化学分析用

資機材がRARCに届き、梱包を解いた直後という状況であった。土壌及び作物体の分析に

不可欠な装置の整備状況は以下のとおり。

a）土壌試料調整室

　内戦以前の土壌試料を利用する予定であるが、棚や換気扇が未整理であった。

b）作物体試料調整室

　作物体試料調整室が未整備で作物体の乾燥機及び粉砕器が分析室に置かれたままであっ

た。

c）作物試料分解室 5

　作物試料分解室に排気装置が備わっていない。湿式灰化を行うホットプレートが備わっ

ていない。ケルダール分析用機器であるケルテック分解装置がない（ケルテック蒸留装置

は IAEAより供与されている内戦以前に用意されていた電気ケーブルのないケルテック分

解装置が放置されていた）。

d）その他

・試料の調整に使用する脱塩水再生装置の容量が足りない。また、逆浸透膜、イオン交換

樹脂の入手可能性が不明。

・土壌溶液を抽出する遠心分離機、塩基置換容量を測定する土壌侵出装置 (Schollenberger法) 
が備わっていない。

・原子吸光光度計は供与されているが、アセチレンガス、コンプレッサからの圧縮空気、

排気装置が未整備。また、予備ランプが必要である。

・カリウムの分析に使用する炎光光度計が供与されていない。

・比色計は高度な比色計が１台供与されているが、通常のリンなどの比色分析には操作が

しやすい単純な比色計が好ましい。

・pHメーターが各1台供与されているが、電極の予備及び標準液が用意されていない。

・電気伝導度計が供与されていない。

・ケルダール分解・蒸留管、ビーカー、試験管等のガラス器具が十分でない。また、分析

担当者から出された資機材一覧表で必要なガラス器具の数が示されてはいるが、この数

でも分析をスムーズに行うためには十分ではない。

・化学分析に必要な試薬、標準液が十分に供与されていない。

　以上のように分析室の外観は一見すると整っているかのように見えるが、実際の化学分

析のための準備はできていないといってよい。TP-Rの改良を行うに際し、これらの整備

を待つ必要は必ずしもなく、精緻化を行う項目の圃場試験での設定の仕方と圃場試験結果

の解釈、作物体乾物重及び収量と収量構成要素の分析を行うことで可能である。

5　作物試料分解室：作物体の無機要素分析を行うために、試料を湿式灰化及びケルダール分解で使用する硫酸、硝酸、

過塩素酸が作物体との反応で多量に発生する高温の排ガスを排気する装置を備えた部屋。



－ 17 －

　　２）収穫後処理部門

　収穫後処理担当のMr. Abdulai Banguraは、SLARIが新規に雇用した20名の内RARCに配

属された２名の内の一人である（もう一人はSeed technology）。収穫後処理作業の調査に携

わった経験はなく、収穫処理に関する研修を期待している。（調査団に提出した）必要な

収穫後処理機材として作成した一覧表の機材はインターネットで調べて記載したとのこと

で、これら機材の使用方法及び収穫後ロスの調査方法については理解していない。

　　３）圃場管理部門

　責任者の Mr. A.B.ContehはRARCで30年の経験を有している。圃場技師が２名、助手が

２名、圃場労働者が15名働いている。現在は登録種子、証明種子の増殖を行っている。

支場は、北部州のGbomsamba, Gberre Junction, Makeni、南部州のBein Lago and Bo、東部州 
のBlama.にある。RARC圃場における施肥は80 kg（N）、40 kg （P205）、40 kg（K20）であり、

４～５t/haの収量を得ている。圃場試験は IRRIの方法に準じて行っている。しかし、作業

を行う圃場労働者が正しい調査を行っているかは疑問である。前プロジェクトにおいてプ

レ・パイロット試験をRARCに委託して行ったが、その結果の収量構成要素等の調査結果

に整合性が認められず、TP-Rの精緻化を行う際には専門家の立ち会いのもと調査方法の

検証が必要と思われる。

２－５　カンビア県以外の稲作

（１）総論

　「シ」国においては、低湿地及び畑地のいずれにおいても、肥料を投入しない人力による

稲作が一般的に行われている。灌漑稲作を行っている地域はほぼ皆無と考えられるが、一部

の IVSでは排水路を設けて土地改良を行い、二期作または二毛作を行っている。南部のプジョ

ン県、ボンテ県の海岸平野（雨季は２m 水位が上昇）では浮稲が栽培されている。稲作農家

が抱える課題は、労働力の制約、投入財（肥料・種子）、栽培技術、クレジットへの困難な

アクセス、大きな収穫後ロス等、全土でおおむね共通しており、本プロジェクトで確立する

精緻化後のTP-Rや普及手法は全土に展開可能と考えられる。一方、今回は４週間と限られた

時間の中での調査であったため、カンビア県以外での稲作の詳細については、必要に応じ本

プロジェクト開始後に追加調査を行うことが望ましい。

（２）農業生態系別の稲栽培面積

　「シ」国の耕作可能総面積は約540万 haであり、国土面積（7.2万 km2）の75%に相当する。

耕作可能面積はUplandが全体の80%を占め、続いて IVSの12%である。農業生態系別の稲栽

培面積を表２－９に示した。栽培面積はUplandが全体の55%を占め、続いて IVSが26 %を占

める。稲作面積は内戦終了直後の2001年から2007年に掛けて約2.4倍に拡大している。その

増加割合は、内戦後の復興政策で機械化農業が推進されたBolilandで約14倍と著しく大きく、

Riverain では僅かに減少し、他の農業生態系では２～３倍である。
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　各県の農業生態系ごとの栽培面積、収量、生産量のデータは調査時点では入手できず、農

業センサスの結果を待たねばならないが、今回の調査で得た資料及びMAFFS Webサイトの

データベースの資料を用い、州レベルの農業生態系ごとの単位収量を表２－10に示した。

表２－９　農業生態系別稲栽培面積

生態系
可耕地面積（ha） 稲作面積（ha）

可耕地に占める稲

作の割合 （%）

2001* （%） 2007** （%） 2001* （%） 2007** （%） 2001* 2007**
陸稲 Upland 4,300,000 80 4,300,000 80 142,718 52 363,894 55 3.3 8.5 

水稲

Inland valley Swamp 690,000 13 630,000 12 85,248 31 170,000 26 12.4 27.0 
Mangrove Swamp 200,000 4 200,000 4 22,426 8 70,000 11 11.2 35.0 
Riverain Grassland 120,000 2 110,000 2 19,459 7 5,593 1 16.2 5.1 
Boliland 110,000 2 120,000 2 3,597 1 50,000 8 3.3 41.7 
Total 5,400,000 100 5,360,000 100 273,448 100 659,487 100 5.1 12.3 

出典：*Crop Production Guidelines for Sierra Leone, MAFFS-FAO 2005, **NRDS（2009）

表２－ 10　州レベルの農業生態系別収量比較

農業生態系
州 東部州 北部州 南部州 西部地域

全国
県

Kailahun Bombali  Bo

首都 Freetown 
周辺の地域

Kenema Kambia Bonthe
Kono Koinadugu Moyamba

Port Loko
Tonkolili

Upland Rice 1.37 0.65 0.77 0.31 0.70 
Boliland Rice － 0.71 1.15 0.31 0.72 
Inland Valley Swamp Rice 2.14 1.63 1.33 1.21 1.58 
Riverain Rice － 1.56 － － 1.56 
Mangrove Rice － 3.17 － 2.04 2.61 
Rice National Average Yield 1.43 
収量は籾重、単位は t/ha
出典：AGRICULTURAL STATISTICS BULLETIN VOLUME 1, PEMSD-MAFFS（2009）

　稲作を生態系別に見ると、Upland及び IVSに栽培されるイネは全ての地域に認められる

が、Bolilandに栽培されるイネは北部州と南部州に、Riverainに栽培されるイネは北部州、

Mangrove swampに栽培されるイネは北部州のみに認められる。収量（籾）はMangrove swamps
稲で大きく、続いて IVS稲であり、Boliland稲及び陸稲の収量は概して低く、地域間差が大きい。

（３）県別の稲栽培面積、単収、生産量

　稲作生態系を陸稲と水稲に分け、各県の栽培面積を表２－11に示した。栽培面積は、ケネ

マ県が7.2万haと最も大きく、ボンテ県が0.4万haと小さい。水稲栽培面積は、ポートロコ県、

カンビア県が上位に位置し、トンコリリ県、ボンバリ県、モヤンバ県も中位に位置している。

水稲栽培面積が稲作面積に占める割合は、全国平均で約37%であり、今回調査を行った５県
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の中で33%と小さいモヤンバ県を除く各県では全国平均を上回っている。また、水稲栽培面

積が陸稲栽培面積よりも大きい、あるいは等しくて、水稲作が陸稲作よりもさかんな県はカ

ンビア県、コイナツグ県、ポートロコ県である。

表２－ 11　各県の稲栽培面積（2004 年）

県
陸稲栽培面積

県
水稲栽培面積

県
稲作面積

（ha） （%） （ha） （%） （ha） （%）

稲作面積に占める陸稲及び水稲の栽培面積割合（%）

1 Kenema 53,593 74.3 Port Loko 33,427 49.9 Kenema 72,114 100.0 
2 Kailahun 42,996 70.2 Kambia 21,441 66.9 Port Loko 66,929 100.0 
3 Pujehun 38,220 87.8 Koinadugu 21,347 55.3 Kailahun 61,253 100.0 
4 Port Loko 33,502 50.1 Kenema 18,521 25.7 Tonkolili 44,714 100.0 
5 Moyamba 28,694 66.8 Kailahun 18,257 29.8 Pujehun 43,544 100.0 
6 Tonkolili 27,667 61.9 Tonkolili 17,047 38.1 Moyamba 42,948 100.0 
7 Bo 26,173 70.3 Bombali 14,905 40.3 Koinadugu 38,578 100.0 
8 Bombali 22,095 59.7 Moyamba 14,254 33.2 Bo 37,236 100.0 
9 Koinadugu 17,240 44.7 Kono 13,362 45.0 Bombali 37,000 100.0 
10 Kono 16,324 55.0 Bo 11,063 29.7 Kambia 32,038 100.0 
11 Kambia 10,597 33.1 Pujehun 5,324 12.2 Kono 29,686 100.0 
12 Western area 3,842 59.3 Western area 2,639 40.7 Western area 6,481 100.0 
13 Bonthe 2,743 58.9 Bonthe 1,914 41.1 Bonthe 4,657 100.0 

Sierra Leone 323,686 62.6 Sierra Leone 193,501 37.4 Sierra Leone 517,187 100.0 
各県の稲作栽培面積が全国に占める割合（%）

1 Kenema 53,593 16.6 Port Loko 33,427 17.3 Kenema 72,114 13.9 
2 Kailahun 42,996 13.3 Kambia 21,441 11.1 Port Loko 66,929 12.9 
3 Pujehun 38,220 11.8 Koinadugu 21,347 11.0 Kailahun 61,253 11.8 
4 Port Loko 33,502 10.4 Kenema 18,521 9.6 Tonkolili 44,714 8.6 
5 Moyamba 28,694 8.9 Kailahun 18,257 9.4 Pujehun 43,544 8.4 
6 Tonkolili 27,667 8.5 Tonkolili 17,047 8.8 Moyamba 42,948 8.3 
7 Bo 26,173 8.1 Bombali 14,905 7.7 Koinadugu 38,578 7.5 
8 Bombali 22,095 6.8 Moyamba 14,254 7.4 Bo 37,236 7.2 
9 Koinadugu 17,240 5.3 Kono 13,362 6.9 Bombali 37,000 7.2 
10 Kono 16,324 5.0 Bo 11,063 5.7 Kambia 32,038 6.2 
11 Kambia 10,597 3.3 Pujehun 5,324 2.8 Kono 29,686 5.7 
12 Western area 3,842 1.2 Western area 2,639 1.4 Western area 6,481 1.3 
13 Bonthe 2,743 0.8 Bonthe 1,914 1.0 Bonthe 4,657 0.9 

Sierra Leone 323,686 100.0 Sierra Leone 193,501 100.0 Sierra Leone 517,187 100.0 
出典： the 2005 Vulnerability Analysis and Mapping report, MAFFS

　県別の籾単位収量を表２－12に示した。水稲の収量は1.01 ～ 1.88Mt/ha、全国平均が 1.49Mt/
haであるのに対し、陸稲の収量は、0.60 ～ 0.85Mt/ha、全国平均の0.75Mt/haと水稲の約２分の

１であり、イネ全体の平均収量は約１Mt/haである。陸稲が、各県とも低収量で留まっている

のに対し、水稲では異なる生態系で栽培されていることを反映して各県間の収量のバラツキ
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が大きい。陸稲の収量はモヤンバ県、ボンバリ県、カンビア県は中位に位置し、トンコリリ県、

ポートロコ県は最下位に位置している。水稲の収量は、カンビア県は最上位に位置し、ボン

バリ県、モヤンバ県は中位に、トンコリリ県、ポートロコ県は最下位に位置している。

表２－ 12　各県の籾単位収量（2004 年）

陸稲 水稲 全体

県 収量 全国平均に

対する比率

県 収量 全国平均に

対する比率

県 収量 全国平均に

対する比率

（Mt./ha.） （%） （Mt/ha.） （%） （Mt./ha） （%）

1 Kailahun 0.85 112.90 Kambia 1.88 128.7 Kambia 1.50 147.2 
2 Kono 0.85 112.90 Kailahun 1.70 116.4 Koinadugu 1.27 125.0 
3 Pujehun 0.83 110.20 Kono 1.66 113.2 Kono 1.21 119.1 
4 Koinadugu 0.80 106.20 Koinadugu 1.65 113.1 Bonthe 1.11 109.2 
5 Kenema 0.78 103.60 Bonthe 1.63 111.4 Kailahun 1.10 108.5 
6 Bonthe 0.75 99.60 Pujehun 1.63 111.7 Bombali 1.05 103.3 
7 Moyamba 0.75 99.60 Bombali 1.53 104.5 Moyamba 1.00 98.3 
8 Bombali 0.73 96.80 Moyamba 1.50 102.8 W/Area 0.95 93.4 
9 Kambia 0.72 95.60 Kenema 1.39 95.0 Kenema 0.94 92.0 
10 W/Area 0.70 93.00 W/Area 1.32 90.0 Pujehun 0.93 91.2 
11 Bo 0.69 91.20 Bo 1.29 88.1 Tonkolili 0.87 85.1 
12 Tonkolili 0.65 85.70 Tonkolili 1.22 83.7 Bo 0.87 85.0 
13 Portloko 0.60 79.70 Portloko 1.01 69.0 Portloko 0.80 79.0 

平均値 0.75 平均値 1.49 平均値 1.05 
標準偏差 0.08 標準偏差 0.24 標準偏差 0.19 
変動係数 10.20 変動係数 15.87 変動係数 18.48 

出典：the 2005 Vulnerability Analysis and Mapping report, MAFFS

　県別の籾生産量を表２－13に示した。調査した県の陸稲の生産量は、モヤンバ県、ポート

ロコ県が上位、トンコリリ県、ボンバリ県が中位、カンビア県は下位に位置している。水稲

の生産量は、カンビア県が最上位に、ポートロコ県も上位に位置し、ボンバリ県が中位、モ

ヤンバ県、トンコリリ県がやや下位に位置している。
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　今回の調査を行ったカンビア県を含む５県に関して、ポートロコ県の収量は陸稲、水稲と

も最下位に位置しているが、栽培面積が大きいために籾生産量が上位を占めている。一方、

水稲栽培面積が中位に位置しているトンコリリ県、ボンバリ県、モヤンバ県（これらの県内

には未利用のBoliland及び IVSが広く分布している）が、収量も中・下位に位置しているため、

生産量も中位に位置している。すなわち、これらの県は栽培面積の拡大、収量の増加が図ら

れる可能性を有している。

（４）現地踏査を行った県の稲作の現況

　　１）ポートロコ県

　県内のMangeでベトナム人がシエラレオネ人を使ってLittle Scarcies 川に接する IVSに水

田を拓き、乾季には河川水をポンプで揚水してベトナムのイネ品種の種子増殖を行ってい

る。このように、県内には「シ」国国内で最も多くの IVSが存在するが、大部分は排水用

の水路が設けられていない未開発の IVSである。MAFFSポートロコ県事務所はこの IVSに

排水路を設けて IVSの改良を行いたいという意向を持っている。

　　２）ボンバリ県

　県内には、農業生態系のBoliland及び IVSが広く分布している。Bolilandは内陸部にある

地形的に周辺部より低い、出口のない平地で、雨季に冠水し、乾季には蒸発と浸透により

草地となる。このBolilandでは、雨季に入る前に一部の圃場では土盛りをしてキャッサバ

を植え、雨季には冠水状況に応じて移植栽培あるいは乾田直播栽培が行われてきていた。

内戦終了後の食糧安全保障政策の推進に伴いこの平坦かつ広大なBolilandが広く分布する

ボンバリ県が機械化農業推進の候補地となり、トラクターを用いた耕起やハローシーダー

表２－13　各県の籾生産量（2004年）

陸稲 水稲 全体

県 生産量
全国平均に

対する比率
県 生産量

全国平均に

対する比率
県 生産量

全国平均に

対する比率

（Mt） （%） （Mt） （%） （Mt） （%）

1 Kenema 41,803 17.2 Kambia 40,369 14.3 Kailahun 67,631 12.8 
2 Kailahun 36,547 15.0 Koinadugu 35,314 12.5 Kenema 67,538 12.8 
3 Pujehun 31,723 13.0 Portloko 33,726 11.9 Portloko 53,827 10.2 
4 Moyamba 21,521 8.8 Kailahun 31,084 11.0 Koinadugu 49,106 9.3 
5 Portloko 20,101 8.3 Kenema 25,736 9.1 Kambia 47,999 9.1 
6 Bo 17,977 7.4 Bombali 22,787 8.1 Moyamba 42,959 8.2 
7 Tonkolili 17,856 7.3 Kono 22,126 7.8 Pujehun 40,423 7.7 
8 Bombali 16,104 6.6 Moyamba 21,439 7.6 Bombali 38,891 7.4 
9 Kono 13,875 5.7 Tonkolili 20,871 7.4 Tonkolili 38,727 7.4 
10 Koinadugu 13,729 5.6 Bo 14,259 5.0 Kono 36,001 6.8 
11 Kambia 7,630 3.1 Pujehun 8,700 3.1 Bo 32,236 6.1 
12 Western Area 2,689 1.1 Western Area 3,476 1.2 Western Area 6,165 1.2 
13 Bonthe 2,057 0.8 Bonthe 3,120 1.1 Bonthe 5,177 1.0 

Sierra Leone 243,612 100.0 Sierra Leone 283,007 100.0 Sierra Leone 526,619 100.0 
出典：the 2005 Vulnerability Analysis and Mapping report, MAFFS
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の大型機械を用いた乾田直播の機械化農業の推進が国をあげて行われている。しかし、大

型機械を利用する農民はコストが掛かるために少なく、農民の約15%が大型機械を用いて

稲作を行っている。

　　３）トンコリリ県

　県内には、IVSとBolilandが広く分布している。2009年から、IVSに農民の勤労奉仕で水

路を設ける事業を行い、2009年に５箇所、84haの IVSの改良を行った。2010年には200 ha
の IVSの改良を目指している。

　　４）モヤンバ県

　IVSは県内に点在している。Bolilandは62,329ha存在するが、178haしか耕作に利用され

ていない。海岸線のチーフダム（kargboro、Bumpe、Ribi）には未利用のMangrove Swamps
が展開している。

　　５）ボンテ県

　ボンテ県のTormabunでは機械化農業が行われている。Tormabun周辺はボンテ県のSewa
川の河口に広がる大規模な河岸低湿地であり、河川水のため塩分を含まず７月初め頃から

から９月末まで灌水し、深いところで２m余りにも達する。そのため、深いところではア

ジアから1960年代に導入された浮稲が栽培され、浅いところでは水田用の品種が栽培さ

れている。この大規模河岸低湿地は52,500haあり、さらにPujuhun県のBomapieにかけ約

40,000 ha広がっている。

　この地域は英国植民地時代に見い出され、協同組合を通してシエラレオネ農産物販売委

員会（Sierra Leone Produce Marketing Board：SLPMB）が資金を供給していた。SLPMBは、

各農民に約１haを貸し、種子の供与とトラクターによる耕起、農業普及サービスを提供

し、貸付の返済で受け取ったコメ及び農民から買い上げた余剰生産物を他の国に輸出して

いた。その後、ダイアモンドの発見とともに農民の関心が稲作から離れてしまい、アフリ

カ開発銀行（African Development Bank：AfDB）と「シ」国政府が同様のサービスを提供し

たものの、失敗に終わった。2007年にAbhajar Rice Development Companyが事業を引き継ぎ、

浮稲の種子生産や販売用改良品種の種子増殖を行い、最終的には2,500haの稲栽培を目指

している。稲作に携わる農民との契約内容は、会社は種子の貸付、トラクターによる耕起・

播種、コンバインによる刈り取り・脱穀を提供する。一方、農民は借りた土地面積１エーカー

に付き５Bushelの籾を返済するとともに、種子を１Bushel 借りた場合には1.5 Bushelの籾

を返済するというものである。2009年は約1,000人の農民との契約が行われた。同社によ

れば、SLPMB当時の平均収量は約２t/haであったが、2009年は0.75t/haに減少した。これは、

種子品質の低下 （1960年代に導入された品種を依然使用している）、不規則な洪水等の理

由によるものである。

（５）現地踏査を行った県の普及体制

　今回の現地踏査で得られた FEW 及び BES の人数を学歴で分け表２－14に示した。

MAFFS-K、MAFFSポートロコ県事務所、MAFFSトンコリリ県事務所のFEWの人数は各県の

Chiefdom数を上回っている。しかし、MAFFS-KではBESの２名、FEWの２名が停年で退職し

ているにもかかわらず、FEW １名がBESに昇格しただけで、普及員の補充はなされていない。
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　MAFFSの普及活動に関して、NRDSには、普及活動に関する方策として、FEW（作物、家畜、

森林管理、水資源管理、データ収集に関する知識を備えたGeneralist）に研修と継続した教育

を行うことが記載され、また、普及局長のMr. Bangraによれば「現在、普及政策の原稿を作成中」

とのことであった。しかし、現実には、各県のMAFFSに配置されているFEWの人数が足りず、

稲作に限っても十分な経験や知識を有したFEWが少なく、中央政府の理解とのギャップが大

きいといえる。

　国連食糧農業機関（Food and Agriculture Organization：FAO）支援のもと、2003年より各県の

MAFFS事務所職員を対象としたFFSファシリテーター研修が行われている。FFSは基本的に

FAO及びMAFFS本省によって運営されており、活動記録は全てフリータウンに送付されるた

め、各県MAFFS事務所は当該県におけるFFSの活動結果を十分に把握していないが、質問票

に記載された回答を表２－15に示す。

表２－ 14　各 MAFFS 県事務所に属する BES 及び FEW の人数

Type school career
MAFFS

Kambia Port Loko Bombali Tonkolili Moyamba
Total 14 25 13 30 4

BES

College 4 5 6 3 2

6 months training 0 0 0 2 0

No record 0 0 0 1 0

Subtotal 4 5 6 6 2

FEW

College 7 5 4 8 2

6 months training 3 15 3 6 0

No record 0 0 0 10 0

Subtotal 10 20 7 24 2

Number of Chiefdom 7 11 13 11 14

出典：調査団による現地踏査

表２－ 15　トンコリリ、モヤンバ県の FFS

県 活動
FFS の数

計画中 進行中 終了

Tonkolili

Rice cultivation 33 32 128

Cassava cultivation 30 32 128

Vegetable cultivation 33 32 128

Total 96 96 384

Moyamba

Rice cultivation 53 77 50

Cassava cultivation 36 0 0

Vegetable cultivation 4 0 0

Total 93 0 0

出典：調査団による現地踏査
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第３章　協議内容の要旨

３－１　協議のポイント

（１）CAADPプロセス、CARDイニシアチブにおける位置づけ

　「シ」国ではCAADPプロセスのもと、同国の農業セクター開発・投資計画であるNSADPが

2009年８月に策定され、今後全ての農業セクター開発事業はNSADPに即したものとして実施

されることとなる。本プロジェクトは、NSADPのうちSCPの取り組みの一つとして位置づけ

られ、プロジェクト終了後の「シ」国政府あるいはドナーによる改良TP-Rの全国的な普及を

見据えて、「シ」国政府及びドナーから成るSCPタスクフォースに定期的に本プロジェクトの

進捗・成果を報告するとともに、SCPで掲げられる方針を活動内容に随時織り込み、CAADP
プロセスとの協調に十分留意しつつ実施する。

　また本プロジェクトは、主に低湿地における適正な稲作技術の開発・普及を通じ「シ」国

NRDSの実現に貢献すると同時に、MAFFS内に設置されている NRDSタスクフォースに定期

的に本プロジェクトの進捗・成果を報告する。

（２）TP-R改良の方向性

　「シ」国が近年栽培のみならず加工・流通までを視野に入れた稲作振興を目指している

ことから、既往案件を通じて作成された基本的に無施肥を前提としたTP-Rについて、一

定量の肥料投入を前提とした肥培管理や収穫後処理技術、損益分析等にかかる新たな項目

を必要に応じて追加することが求められている。本プロジェクトは、肥培管理・収穫後処

理・損益分析といった項目について、複数の品種や他の作物を含む作物体系を考慮しつつ、

RARC、MAFFS職員とともに追加実証活動を行う。活動にあたっては開発ポテンシャルが比

較的高いと考えられる低湿地に焦点を絞り、改良TP-Rにおいても重点的に取り扱うことと

する。

　なお本プロジェクトは、プロジェクト終了後のSCPに基づく「シ」国全土での改良TP-R
の普及を見据え、全国に適用可能な稲作技術の確立を目指すが、①既往案件の成果・教訓

を活用しやすいこと、②稲作技術の改良を担当する国立研究機関であるRARCが存在するこ

と、③ IVS等「シ」国全土と共通する農業生態系を有していることから、引き続きカンビア

県において実証活動を実施する。あわせて、カンビア県以外の稲作の現況にかかる調査等

を通じて、「シ」国全土への適用可能性を担保する。

（３）TP-R普及の方向性

　既往案件では、予算・人員規模・能力などMAFFS-Kの普及体制にかかる課題が指摘され

ており、TP-R普及にあたっては、行政の普及体制強化に加え、意欲・能力を持つ中核農家に

対する働きかけや展示圃場での共同作業を通じた農民間の相互学習を中心とした新たな普及

チャネルの構築が求められている。一方SCPは、2003年以降FAOを中心としたドナーやNGO
によって導入されたFFS手法を重視するとともに、既存のFBOに対して技術・資金面で直接

支援を行うアプローチを取っている。

　本プロジェクトは、TP-Rの普及手法を検討するにあたり、まず「シ」国における一般的な

FFSの成果・教訓について分析したうえで、稲作に特化したより効果的・効率的なFFSをベー
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スとした農民間普及の手法を検討する。また、SCPとの連携上、当面の普及対象をSCPが支

援するFBOに限定する。カンビア県に存在する34のSCP支援対象FBOのうち約半数が低湿地

での稲作を中心に営んでいることから、本プロジェクトの支援対象FBO数は10 ～ 15程度と

想定される。またSCPでは、支援対象FBOに対する農業生産性向上のための資機材供与が予

定されており、本プロジェクトにおいても日本側による資材供与が求められていることから、

普及活動対象FBOに対して肥料や種子など必要な農業資材の供与を行う。

３－２　基本計画の概要

　協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）に記載された基本計画の概要については、以下のとおり。

案件名：持続的稲作開発プロジェクト

期間：2010年８月～ 2014年７月（４年間）

実施機関：MAFFS、SLARI
対象地域：カンビア県

裨益者：10 ～ 15 FBO、RARC、MAFFS-K

上位目標：「シ」国の稲作農家の生産・所得が向上する。

プロジェクト目標：「シ」国全土に適用可能な稲作生産技術及び普及手法が確立する。

成果１：実験及び農家圃場での試験を通じてTP-Rが改良される。

成果２：カンビア県のFBOを通じて小規模農家に対しTP-Rが普及される。

＜活動＞

1-1.　必要に応じ、カンビア県以外地域において稲作に関する情報収集及び現地踏査を行う。

1-2.　既往案件TP-R精緻化の方向性を決定する。

1-3.　実験及び圃場での試験を適切に組み合わせるかたちでTP-R実証にかかる年間計画を策

定する。

1-4.　圃場試験の実施対象地となるFBOを選定する。

1-5.　RARC及び選定されたFBOの圃場において実証試験を行う。

1-6.　様々な側面から試験結果をモニター・分析する。

1-7.　実証結果及び普及にかかわった農民の反応をTP-Rに反映させる。

2-1.　FFS手法にのっとり普及にかかる年間計画を策定する。

2-2.　既往案件のマニュアルや教材を改訂する。

2-3.　TP-Rの普及対象となるFBOを選定する。

2-4.　MAFFS/FEW及び選定されたFBOに所属するファシリテーターに対し研修を行う。

2-5.　選定されたFBOと連携し展示圃場を設立する。

2-6.　展示圃場に拠点を置き普及活動を実施する。

2-7.　普及活動の進捗についてモニタリングを行う。

2-8.　普及活動の結果をTP-Rの改良普及手法として取りまとめる。
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第４章　プロジェクト実施上の留意点

（１）プロジェクトを取り巻く状況の変化

　既往案件が終了してからこの１年で、本プロジェクトを取り巻く状況は大きく変化した。

最大の変化はCAADPプロセスの進展に伴う農業セクターでのドナー連携の加速化である。

2009年９月のCAADPコンパクト（合意文書）の締結及びNSADPの策定以降、前述したとおり、

関連ドナーにとってNSADPとの整合性確保が至上命題となった。なかでもSCPは、NSADP
の四本柱の一つである作物商業化の中核をなすとともに、現大統領が５歳未満を対象とした

医療無償化と並んで公約に取り上げたこともあり、MAFFSにとって最優先で取り組むべき課

題となっている。これらの一連の動きの中で本プロジェクトをどう位置づけるかが協議の最

大の焦点であったが、TP-R改良の方向性はもとよりこの流れに沿うものであることを強調す

るとともに、SCPの対象として既に選定されている低湿地を中心としたFBOを普及活動の対

象とすることで先方と合意に至った。SCPの一部に本プロジェクトが組み込まれることによ

り、将来的に本プロジェクトの成果をより容易に全国展開することが期待され、これは農業

大臣の「なぜカンビア県だけを対象にするのか」という疑問への回答ともなった。

（２）プロジェクト実施体制

　2009年、MAFFS内に設置された普及局がSCPを主管していること、また既往案件の終了時

評価においてMAFFS本省との連携不足が指摘されていることから、本プロジェクトの実施に

際しては本省の普及局長、作物局長、SLARI所長等を正式なカウンターパートとして位置づ

け、活動に巻き込んでいくことが重要である。特に普及局長であるMr.B.J.Bangraは、かつて

MAFFS-K所長を務めたこともあり、CARDのフォーカルポイントであるMr.Kamara以上に重

要な人物と考えられる。また、SCPに関して今後設置される運営委員会には、JICAフィール

ドオフィスから積極的に参画するとともに、プロジェクト専門家チームによる報告を定期的

に行うなどして、本プロジェクトとの関係強化に努める必要がある。

（３）他の JICAプロジェクトとの情報共有

　本プロジェクトのような「稲作技術（栽培中心）の確立＋普及」型の技術協力プロジェク

トは、ガーナ、セネガル、ウガンダ、タンザニア、マダガスカルでも実施されている。国・

地域によって自然・社会条件の違いはあるにせよ、稲作技術の基本は共通であり、プロジェ

クト間で経験と教訓を共有することにより、各国での技術パッケージの確立を効率的に行う

ことが可能になる。特にマダガスカルは、農民が稲作について長い歴史と経験を有している

点で「シ」国と共通しており、同国で実施中の「中央高地コメ生産性向上プロジェクト」は、

稲作経験のない農民を対象としたウガンダでのネリカ栽培術開発･普及とは違った困難に直

面している。その経験は本プロジェクトにおいても活用できると思われる。また、展示圃場

と研修を組み合わせたカスケード方式の農民間普及に関し、JICAはタンザニアやウガンダで

十分な経験を有するが、一方FAOが1980年代から実施しているFFSのような既に標準化され

た手法も存在する。JICA農村開発部の有する情報収集・発信機能を高める必要性はいうまで

もないが、域内の各プロジェクト専門家が一堂に会し、特定のテーマについて意見交換する

ような機会を今後設定していく必要がある。



－ 27 －

（４）CARDプロセスの今後

　CARDを取り巻く状況のなかで最も留意すべきは、2009年来のCAADPプロセスの急速な進

展である。CARDとCAADPの関係は常に問われ続けてきたが、2009年９月の第３回CARD運

営委員会でMonty Jones博士が明言したとおり、「CARDはCAADPプロセス推進のための道具」

である一方、CAADPのようなセクターワイドアプローチに対する一種のアンチテーゼとして

「その国の農業における成長点を支援することでシステムの再活性化を促すことを意図して

いる」のも事実である。CAADPは、2009年以降20カ国以上でCAADPコンパクト（合意文書）

が締結され、各国で農業開発戦略と投資計画が策定されるなど最近その動きを加速させてい

る。

　その背景には具体化しつつあるCAADPトラストファンドの存在がある。2009年７月のG
８＋サミット（L’Aquila）で提唱されたグローバル農業食糧安全保障プログラム（GAFSP）
にこれまでコミットされた資金（約10億USドル）のうち、80％程度はアフリカに振り向け

られることが想定され、これが同ファンドの原資となり、上記投資計画の事業化が進められ

ることになる。

　JICAとして留意すべきは、今後CAADP農業開発戦略及び投資計画策定プロセスに積極的

に関与し、NRDS・CARDを同戦略の中に明確に位置づけるよう働きかけるとともに、各事業

を投資計画に組み込むことである。その過程でNRDSタスクフォースの位置づけも見直され、

場合によってはCAADPワーキンググループに吸収（例えば分科会として再定義）されるこ

とも想定されるが、もともとCARDの趣旨はドナー協調によるシナジー効果の創出であるこ

とを考えると、CARDプロセスにとってより望ましい環境が整いつつあるといえよう。今回

の「シ」国のケースでは、農業開発戦略（NSADP）が幸いコメを含む農産物ベースになって

いたこと、NRDSワークショップが先行していたことから、NRDSが明確にNSADPに組み込

まれることになった。CARD、CAADP両プロセスの今後を考えるうえで一つのモデルを提示

したといえよう。
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（５）世銀との連携

　世銀が現在アプレイザルを進めている西アフリカ農業生産性プログラム（WAAPP 6）フェー

ズ２については、マノ河同盟４カ国のコメ及びキャッサバにかかる研究・普及機能強化を目

指している。同プログラムについては、必要予算の相当な部分が政策・人的資源開発（Policy 
and Human Resources Development Fand：PHRD）信託基金7により充当される予定であり、我が

国の貢献は既に十分に大きいといえる。他方、RARCがコメの研究拠点として位置づけられ

る可能性が高いことから、将来的には同研究所を拠点として本プロジェクトの成果を他の３

カ国に波及させることについても検討が必要と考えられる。

6　農業生産性プログラム（APP）は地域経済共同体（Regional Economic Community）内の複数国を対象に、国ごと

の優先農産物（top priority commodity）を選定したうえで研究拠点（Regional Centers of Excellence：RCoEs）の強化、

技術開発と普及（Technology Generation and Dissemination：TGD）の促進を行い、域内の農業生産性向上を目指す

世銀のプログラムローン（２フェーズで 10 年間）。西部アフリカ（ECOWAS）では 2007 年からセネガル、マリ、ガー

ナを対象に WAAPP フェーズ１（総額 51 百万ドル）が実施されており、2010 年から MRU 加盟国（４カ国）を加

えたフェーズ２が開始される予定。東部アフリカ（COMESA）でもエチオピア、ケニア、タンザニア、ウガンダ

を対象に 2009 年から EAAPP が開始されており、WAAPP と比べて種子生産のコンポーネントが大きいのが特徴（総

額 120 百万ドルのうち 50％が種子）。WAAPP ではマリが、EAAPP ではタンザニアがそれぞれコメの RCoEs 設置

国となっている。
7　政策・人的資源開発（PHRD）信託基金」：我が国の財務省から世銀に拠出されている信託基金。2009 年度につい

てはアフリカ稲作振興を目的に１億 US ドルが拠出され、うち 2000 万 US ドルが IRRI、Africa Rice での品種開発に、

8000 万 US ドルが研究・普及の強化に充てられることになっている。
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第５章　事前評価（５項目評価）

（１）妥当性

　以下の観点から本プロジェクトの妥当性は高い。

・本プロジェクトは、コメを最重点作物の一つとして位置づけるNSADPやNRDS等、「シ」

国政府の国家農業政策に整合している。

・本プロジェクトはCARD及び「カンビア県地域開発支援プログラム」を推進する JICAの

対「シ」国援助方針に整合している。

・①既往案件の成果・教訓を活用しやすいこと、②稲作技術の改良を担当する国立研究機関

であるRARCが存在すること、③「シ」国全土と共通する農業生態系を有していることか

ら、カンビア県において本プロジェクトを実施する妥当性は高い。

・カンビア県の稲作農家にとって適性技術の開発・普及を通じた生産性・収益性の向上は喫

緊の課題であり、改良稲作技術及び普及手法の確立を目指す本プロジェクトは、受益者の

ニーズと合致している。

（２）有効性

　以下の観点から本プロジェクトは高い有効性が期待される。

・改良TP-Rは既往案件によって有効性が検証されたTP-Rを土台として、稲作技術の改良を

担当する国立研究機関であるRARCの実験圃場及び「シ」国全土と共通する農業生態系を

持つカンビア県の農家圃場における追加実証を通じて「シ」国全土に共通する技術的な課

題に対応するものであり、各県のMAFFS職員に有効性が確認され、かつSCPに正式に採

用される可能性は高い。

・カンビア県におけるTP-Rの普及活動は、既に「シ」国で実績を持つFFS手法を土台とし

て、MAFFS-K及び専門家の協働を通じて行われるものであり、その活動を通じて実証さ

れた普及手法は、各県のMAFFS職員に有効性が確認され、かつSCPに正式に採用される

可能性は高い。

（３）効率性

　以下の観点から本プロジェクトの効率性は高い。

・既往案件において作成されたTP-Rの改良及び普及を基本活動とし、さらに同プロジェク

トの教訓を活動に反映させることで、効率的なプロジェクト運営が可能である。

・重複を避け投入を最小化するため、各ドナーの関連プロジェクトはNSADPのもとで適切

に調整される予定であり、本プロジェクトの実施を通じて効率的に「シ」国の食糧安全保

障・貧困削減に資することが可能である。

（４）インパクト

　本プロジェクトでは、以下のとおりポジティブなインパクトが期待される。

・本プロジェクトの実施を通じて確立する稲作技術及び普及手法は、「シ」国全土に共通す

る技術的課題に対応し、かつ多数のドナーが支援するNSADPのSCPアプローチに全面的

に沿うものであり、「シ」国全土でTP-Rが普及される可能性が高い。
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・NSADP及びSCPアプローチのもと、本案件を含む対「シ」国稲作協力にかかるドナー間

の連携・調整を通じ、より生産性・収益性の高い稲作技術の開発・普及を目指すことが可能。

・ SCPアプローチに対しては、大統領府をはじめとする「シ」国政府及びEU等複数のドナー

が予算を含む長期間のコミットメントを表明しており、プロジェクト終了後、カンビア県

以外の県において改良TP-R普及事業にかかる予算配賦や普及員に対する研修が実現する

可能性は高い。

・現時点で予想されるネガティブなインパクトはない。

（５）自立発展性　

　以下の理由により本プロジェクトの自立発展性は担保される。

・本プロジェクトの活動は、大統領府をはじめとする「シ」国政府及びEU等複数のドナー

が予算上のコミットメントを表明しているSCPアプローチと整合しており、プロジェクト

終了後も「シ」国政府によるSCPを通じた主体的な取り組みや他ドナーによる支援を通じ

てプロジェクトの成果が持続する可能性は高い。

・ 本プロジェクトは、MAFFS-K及びRARCのキャパシティ・ビルディングを通じて、プロジェ

クト終了後の「シ」国政府による組織的なプロジェクト成果継続の実現を目指す。

・ TP-Rにより導入される技術は、シンプルかつ低コストのものを想定しており、「シ」国の

小規模稲作農家にとって導入しやすいものであるとともに、普及員にとっても現場での普

及活動にあたって活用しやすいものとなることが期待される。
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３．プロジェクト概念図
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３．プロジェクト概念図
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４．調査面談録

 

1 

 

調 査 面 談 録 

 

MAFFS 作物局副局長訪問 

日時：2010 年 2 月 22 日 10:00- 

場所：MAFFS 作物局副局長室 

参加者：MAFFS 作物局副局長 Mr. B.S. Mansaray (二代前の MAFFS-K 所長) 

JICA 立田企画調査員、井上、Shebora 

内容：立田企画調査員より調査概要を説明した後、ATP 普及を対象とする県の踏査県候補を尋ね

た。ATP 普及を対象とする県の踏査県候補として下記の県を示された。 

・Bombali District： 農業生態系は Boliland が主体、政府は Boliland を対象に大型トラクターを投入

してコメの増産を目ざしている。 

・Bonthe District： 農業生態系は Riverain が主体、シエラレオネの “Rice bowl of Sierra Leone”と

呼ばれている。Mechanized agriculture が行われている（中身は不明）。  

・Moyamba District： 農業生態系は Inland Valley Swamp (IVS) が主体。 

・Port Loko および Bombali を推薦する。 

SLARI と RARC の関係について尋ねたところ、以下の回答を得た。 

・SLARI は Sierra Leone の農業研究機関の活動を調整する機関である。 

・RARC はイネ、ソルガム、野菜、料理用バナナの研究を担う。 

・IAR (Institute of Agricultural Research) は Moyamba 県に位置し、隣接する Njala University 

College とともにキャッサバ、サツマイモ、ヤムイモの研究を担う。 

 

NRDS 訪問 

日時：2010 年 2 月 22 日 10:00- 

場所：MAFFS 作物局副局長室 

参加者：NRDS 責任者 Mr. Peter A. Kamara 

JICA 立田企画調査員、井上、Shebora 

内容：立田企画調査員より調査概要を説明した後、ATP 普及を対象とする県の踏査県候補を尋ね

た。ATP 普及を対象とする県の踏査県候補として下記の県が示された。 

・Bonthe District： Riverain (Tomabom Chiefdom に多い)、海岸の Mangrove Swamp では浮稲が栽

培されている。Rice basket of Sierra Leone と言われるほどのコメの産地で以前は輸出されていた。

Mechanized agriculture が行われている（中身は不明）。 

・Bombali District： 農業生態系は Boliland が主体、政府は Boliland を対象に大型トラクターを投入

してコメの増産を目ざしている。 

・Tonkolili District： Boliland と IVS が主体。 

農業に関する統計等に関する資料の有無に関しては、現在、農業統計局がシエラレオネの農業

統計を作成中。調査団が必要とする資料内容を知らせてくれれば、その資料を調べて送付してく

れるとの約束。後で立田所員がフォーマットをメールにて送付済み。 
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MAFFS-Kambia 訪問 

日時：2010 年 2 月 23 日 9:00- 

場所：MAFFS-K 事務所 

参加者：MAFFS-K 所長 Ms. Phebean B. Fofanah 

SMS (作物担当)：Mr. Sayo 

SMS (土地、水資源開発、LWDD)：A.S. Kabba 

調査団：井上、Shebora 

内容：井上より調査概要を説明した後、ATP 普及を対象とする県の踏査県候補を尋ねた。 

(Fofanah) 普及拡大の候補県として、Port Loko および Bombali 県を勧める。 

(Kabba) 北部州 (Bombali, Tonkolili, Koinadugu, Port Loko) がコメ生産に適している。 

(Sayo) JICA が選択基準を示すことを勧める。 

 

RARC 訪問 

日時：2010 年 2 月 23 日 13:00- 

場所：RARC 会議室 

参加者：RARC 所長 DR. Idriss Baggie 

RARC 研究員 (10 名) 

内容：井上より調査概要を説明した後、ATP 普及を対象とする県の踏査県候補を尋ねた。 

(Baggie) RARC のスタッフを紹介後、業務を遂行するためのスタッフおよび資機材、特に実験用資

機材および収穫処理に関する機材が足りない。研究所を強化するための専門家派遣を JICA に

要望したい。ATP 普及を対象とする県の踏査県候補として、以下の県を勧める。 

・Bombali、Tonkolili、Pujehun 県：農民は稲作への関心が高い。 

・Bombali 県：トラクターを用いた商業コメ生産に良い県である。 

 

MAFFS-Port Loko 訪問 

日時：2010 年 3 月 2 日 10:00 - 

場所：MAFFS-Port Loko 事務所 (MAFFS-K から約 73 km、約 1 時間) 

参加者：MAFFS-Port Loko 所長 Ms. Philip Conteh 

調査団：井上、Shebora 

内容：井上より調査概要を説明した後、質問票への記入を依頼。 

（Conteh） 4-5 ヶ月前に Kono 県より転任してきた。事務所にいて農家を訪問しない FEW に対して

農家を訪問するように指導したとのこと。MAFFS としては、灌漑圃場での集約農業、湿地開発、IVS

での集中的な稲作を計画している。Port Loko には開発されていない IVS が数多く存在している。

除草と鳥追いのコストが増加しており､特に Upland で顕著である。 
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MAFFS-Bombali 訪問 

日時：2010 年 3 月 2 日 12:30 - 

場所：MAFFS-Bombali 事務所(MAFFS-K から約 167 km、約 2 時間 10 分) 

参加者：MAFFS-Port Loko 所長 Ms. Danis Paul 

SMS (LWDD) Abu O. Sesay 

SMS (Crop) J. Bunty Williams 

SMS (Crop) Aiah J. Thorlie 

SMS (Forestry) Fomba K. James 

調査団：井上、Shebora 

内容：井上より調査概要を説明した後、質問票への記入を依頼。 

(Paul) JICA の前プロジェクトでは旅費等の金銭の支払いが良くなかった。新しいプロジェクトに弾

みを付けるならば前回以上のことをすべき。FEW を参加させることは忘れて、新しいプロジェクトに

は SMS の参加をさせることを強く考慮してほしい。新しいプロジェクトにおけるカウンターパートとな

る人材の評価基準を用意したほうがよい。FEW に対してより中身のある真剣な研修を行う必要があ

る。Bombali 県には Boliland 以外にも IVS があるので、IVS 開発計画を含めるようにしてほしい。 

 

MAFFS-Tonkolili 訪問 

日時：2010 年 3 月 2 日 15:00 - 

場所：MAFFS-Tonkolili 事務所(MAFFS-K から約 191 km、約 2 時間 30 分) 

参加者：MAFFS-Tonkolili 所長 Freetown に行き不在 

SMS (Crop) Leslie J. Greywoode  

SMS (Frestry) Mohamed D. Mansaray 

SMS (LWDD) Brima A. Sesay 

調査団：井上、Shebora 

内容：井上より調査概要を説明した後、質問票への記入を依頼。 

(Greywoode) Tonkolili 県には Boliland と IVS が存在している。 

(Sesay) 2年前からIVSの改良を行っている。共同作業を厭わない農民がいるチーフダムのIVSで、

MAFFS が農民にスコップを貸し、農民が勤労奉仕で水路を開削している。2009 年に 5 箇所で 84 

ha の IVS の改良を行った。2010 年には 200 ha の IVS の改良を目指している。 

MAFFS-Tonkoliliの敷地内に内戦で障害者となった人々の生活を支える収入を得るための協会が

2004 年から Engelberg 式の籾摺り・精米機を上手に維持管理しながら運営していた。 

 

MAFFS-Moyamba 訪問 

日時：2010 年 3 月 3 日 9:30 - 

場所：MAFFS-Moyamba 事務所(MAHHS-K から約 290 km、約 4 時間 30 分) 

参加者：MAFFS-Moyamba 所長：Slingo Osman Kamara 

SMS (Crop) Gerald A. Sama 

SMS (LWDD) Augustine Brima 
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SMS (M & E Anderson B. N. Sam- Fana 

SMS (Livestock) Amelia M. Weaver 

SMS (Crop) S.T.A. Bono- Dick 

Administration: J. E. Sawyer 

調査団：井上、Shebora 

内容：井上より調査概要を説明した後、質問票への記入を依頼。 

(Kamara) 稲作が盛んに行われている。IVS は県内に点在している。Boliland は 62,329 ha 存在する

が、178 ha しか耕作に利用されていない。海岸線のチーフダム (kargboro、Bumpe、Ribi) には未

利用のマングローブスワンプが展開している。NGO による稲作への支援はない。 

質問票への記入は訪問した直後から作成に掛かるという具合であり、極めて協力的であった。行

政面積が大きく、普及の支援が十分に行き渡っていないと思われた。 

 

Bonklo site in Mange (ベトナム人専門家が運営) 訪問 

日時：2010 年 3 月 4 日 15:30 - 

場所：Mange の橋から約 7 km 

参加者：Farm manager：Slingo Osman Kamara 

FEW (MAFFS-Port Loko)：Momodu Bangura 

調査団：井上、Shebora 

内容：Mange にベトナム人が稲作指導を行っていると伝え聞いたので、現場を視察に来た旨を説

明。 

(Kamara) Little Scarcies 川に接する IVS 約 100 ha の土地を所有。その内、10 ha (一区画が 1 ha 

の圃場を 10 区画を使用。乾期には、Little Scarcies 川から灌漑水をポンプで揚水して栽培する。

2007 年から、生育期間が 90 日の早生から 180 日の晩生のベトナム品種約 30 品種のシエラレオネ

に適する品種の選抜と増殖を行っている。増殖した種子をどのように取り扱うのかは分からない。栽

培方法は、一株二本立て、３週間苗を 7 インチ隔の正条植え。ベトナム人は滞在していない。シエ

ラレオネの駐中国大使 (アジア全域をカバー) がベトナムを訪れた時に関係が始まった。 

 

RARC 訪問 

日時：2010 年 3 月 5 日 8:30 - 

場所：RARC 

参加者：Senior Researcher：Charles Dixon 

Administration. Officer：Momoh L. Kamara 

調査団：井上、Shebora 

Charles Dixon (前回のプロジェクトの開始に当たり、プレ・パイロットプロジェクトの計画に検討を行

い、また、RARC の破壊された施設の現状について説明を受けた研究者) に会い、化学分析室の

現状について説明を受けた。なお、Dixon氏は現在SLARI-RARCが稲栽培試験を行う圃場を全国

を回って決めているとのことであった。 

（1) 土壌・作物分析室を案内してもらった際の Dixon の指摘 
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・カリウム、ナトリウムの分析に必要な炎光光度計が供与されていない。 

・比色計はあるが、数が足りない。また、もっと簡素な比色計(リン酸の分析等に使用)が数台必要。 

・pH メータは 1 台あるが予備が必要。 

なお、視察時に電極が脱塩水に浸すことなく放置されていたので、ビーカーに脱塩水を取り浸した。

また、Dixon は触れなかったが、pH の電極は少なくとも常時予備が必要であるが、予備電極の有

無は不明である。 

（2) 視察結果 

・室内には梱包を解いた機材が広げられているだけで使用された形跡はなかった。 

・機材を動かす発電機の容量を増やす計画であるとのことであったが、詳細は不明。 

・原子吸光分析および炎光分析に必要なアセチレンガスの入手の可能性が不明（シエラレオネで

は金属の溶接が行われているのでアセチレンガスの入手は可能と思われるが、絶やすことなく供

給することが必要である）。 

・分析に使用するガラス器具の種類と量が不明。 

・分析に必要な硫酸、硝酸、過塩素酸、塩酸、水酸化ナトリウム、過酸化水等の試薬の有無、およ

び分析用の検量曲線を作成するために必要な標準液有無に関する情報は不明。 

・分析に不可欠な脱塩水製造装置の容量が小さすぎるのではと思われた (納入された機材の仕

様があれば見当はつく。また、イオン交換樹脂の予備および入手方法が不明。 

 

MAFFS 副大臣表敬 

日時：2010 年 3 月 9 日 10：00-10：30 

場所：MAFFS 副大臣室 

参加者：MAFFS 副大臣 Dr. Louell Ghandi Thomas 

MAFFS NRDS フォーカルパーソン Mr. Peter Acquinas-Kamara 

JICA 立田企画調査員、調査団（花井、加藤、石塚） 

内容：団長より調査概要について説明した後、意見交換を行った。主なやり取り結果は以下のとお

り。 

（Thomas）JICA の支援には高い関心を持っており、全面的に協力する。本プロジェクトでは、アジ

アで行われている二期作や三期作を実現可能なIVSや灌漑を伴うBolilandの開発を特に期待する。

単純な作付面積の拡大よりも一定地域での単収向上が重要と考えている。また、生産のみならず

収穫後処理 ･ 加工における支援も重要である。 

（花井）M/M の Signer 及びプロジェクトの枠組みにかかる協議相手は誰になるか。 

（Thomas）Signer は大臣だが、不在時には当方で対応する。協議相手は NRDS フォーカルパーソ

ンの Mr. Kamara。彼の上には Dr. Sankoh（Director General）もいる。M/M 案については、協議の

前段階で当方にも共有されたい。プロジェクト開始後のレポートも適宜メール等で共有されたい。 
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SLARI 訪問 

日時：2010 年 3 月 9 日 11：30-12：30 

場所：SLARI Director ルーム  

参加者：SLARI Director General Dr. Alfred Dixon 

RARC Director Dr. Idriss Baggie 

JICA 立田企画調査員、調査団（花井、加藤、石塚） 

内容：団長より調査概要について説明した後、意見交換を行った。主なやり取り結果は以下のとお

り。 

（花井）本プロジェクトのスコープはシエラレオネ全土。ただし既往案件実績があり RARC を有する

カンビア県を Model District と位置づける。ATP 改訂については肥料を入れる高投入パターンを

RARC の協力を得て追加し、バリエーションを持たせたい。カンビア県で拡げていく中で普及モデ

ルを作る。普及手法については、NSADP の中で重要な位置づけである FFS や ABC との協働を前

提とする予定。 

（Dixon）MAFFS 大臣も「カンビア県以外への展開、高投入・高収量の技術パッケージ開発が必要」

と言っているので、提案された方針で問題ない。SLARI、RARC として協力は惜しまない。 

（Dixon）SLARI は、SLARI ACT（根拠法）に基づき、①適正技術の創出・普及、②適切な政策提言、

③研究開発機能の強化政策研究、④関係機関の連携強化、⑤情報管理システムの構築を柱とし

た Strategic Plan を策定しており、同 Plan に沿った協力の展開を JICA に期待する。 

（Dixon）Gbundapi (Pujehum 州)及び Torma Bur (Bonthe 州)で浮稲の栽培試験を行っている。以前

より Indochina 種を導入していたが、現在は純度が非常に低い。日本に協力を頼めないか。 

（花井）日本は浮稲の経験を有していない。メコン川流域など東南アジアでは種子を入手できるが、

灌漑の発達により数は減っている。 

（Dixon）FFS、ABC のアプローチに力を入れていきたい。 

（花井）FFS、ABC は FAO のコンセプトか。 

（Dixon）シエラレオネには現在普及政策がない。MAFFS で現在「National Extension Policy」を作

成しているところ。WAAPP2 の活動のひとつに同作成プロセスも含まれる。その中で ABC や FFS

は最も注目されている手法である。FFS は元々FAO によるもので、World Vision、CRS、Concern、

Care 等の NGO が 3 つの作物をターゲットに行っていた。FFS をもとに FBO を作り、ABC まで持っ

ていく。ABC により、時機を得たインプットの入手、農産物の貯蔵、米関連アクターの情報交換等

が可能となる。また WFP の P4P の買付けの場所にもなる。ABC の運営はまだ始まっていないもの

の、各県におけるサイト選定は了している。また「National Seed Policy」についても当方が責任者と

なり、ドラフトを終えたところ（→追って入手予定）。 

（立田）本調査の M/M に SLARI も Witness として Co-sign いただく必要はあるか。 

（Dixon）必ずしも必要ない。M/M の中で SLARI の役割が明確に記載されていればそれでよい。 

（Dixon）NSADP では「Basket Approach」が重要視されているが、これは大臣が（ドナー資金のバス

ケット化が進んでいる）タンザニアを訪問したことも影響している。必ずしもバスケットファンドでなく

てよい。機関ごとにアプローチがあるので、ひとつの目標・方向に向かってある部分を担っていけ

ばよいと考える。なお、（NSADP に掲げられている Commodity commercialization of smallholder 
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SLARI 訪問 

日時：2010 年 3 月 9 日 11：30-12：30 

場所：SLARI Director ルーム  

参加者：SLARI Director General Dr. Alfred Dixon 

RARC Director Dr. Idriss Baggie 

JICA 立田企画調査員、調査団（花井、加藤、石塚） 

内容：団長より調査概要について説明した後、意見交換を行った。主なやり取り結果は以下のとお

り。 

（花井）本プロジェクトのスコープはシエラレオネ全土。ただし既往案件実績があり RARC を有する

カンビア県を Model District と位置づける。ATP 改訂については肥料を入れる高投入パターンを

RARC の協力を得て追加し、バリエーションを持たせたい。カンビア県で拡げていく中で普及モデ

ルを作る。普及手法については、NSADP の中で重要な位置づけである FFS や ABC との協働を前

提とする予定。 

（Dixon）MAFFS 大臣も「カンビア県以外への展開、高投入・高収量の技術パッケージ開発が必要」

と言っているので、提案された方針で問題ない。SLARI、RARC として協力は惜しまない。 

（Dixon）SLARI は、SLARI ACT（根拠法）に基づき、①適正技術の創出・普及、②適切な政策提言、

③研究開発機能の強化政策研究、④関係機関の連携強化、⑤情報管理システムの構築を柱とし

た Strategic Plan を策定しており、同 Plan に沿った協力の展開を JICA に期待する。 

（Dixon）Gbundapi (Pujehum 州)及び Torma Bur (Bonthe 州)で浮稲の栽培試験を行っている。以前

より Indochina 種を導入していたが、現在は純度が非常に低い。日本に協力を頼めないか。 

（花井）日本は浮稲の経験を有していない。メコン川流域など東南アジアでは種子を入手できるが、

灌漑の発達により数は減っている。 

（Dixon）FFS、ABC のアプローチに力を入れていきたい。 

（花井）FFS、ABC は FAO のコンセプトか。 

（Dixon）シエラレオネには現在普及政策がない。MAFFS で現在「National Extension Policy」を作

成しているところ。WAAPP2 の活動のひとつに同作成プロセスも含まれる。その中で ABC や FFS

は最も注目されている手法である。FFS は元々FAO によるもので、World Vision、CRS、Concern、

Care 等の NGO が 3 つの作物をターゲットに行っていた。FFS をもとに FBO を作り、ABC まで持っ

ていく。ABC により、時機を得たインプットの入手、農産物の貯蔵、米関連アクターの情報交換等

が可能となる。また WFP の P4P の買付けの場所にもなる。ABC の運営はまだ始まっていないもの

の、各県におけるサイト選定は了している。また「National Seed Policy」についても当方が責任者と

なり、ドラフトを終えたところ（→追って入手予定）。 

（立田）本調査の M/M に SLARI も Witness として Co-sign いただく必要はあるか。 

（Dixon）必ずしも必要ない。M/M の中で SLARI の役割が明確に記載されていればそれでよい。 

（Dixon）NSADP では「Basket Approach」が重要視されているが、これは大臣が（ドナー資金のバス

ケット化が進んでいる）タンザニアを訪問したことも影響している。必ずしもバスケットファンドでなく

てよい。機関ごとにアプローチがあるので、ひとつの目標・方向に向かってある部分を担っていけ

ばよいと考える。なお、（NSADP に掲げられている Commodity commercialization of smallholder 
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farmersのための）Basic Package の考え方については政府内で公式にコンセンサスが得られている

わけではない。 

（花井）JICA として今はバスケットに資金を入れることはできないが、NSADP との Alignment は十分

考慮の上、本プロジェクトの枠組みを検討する。 

 

WB 訪問 

日時：2010 年 3 月 10 日 10：15-11：30 

場所：WB オフィス 

参加者：WB SL senior agricultural specialist Mr. Charles Annor-Frempong 

調査団（花井、加藤、石塚） 

内容：現時点での案件の枠組みにつき説明を行った後、意見交換を行った。主なやり取りは以下

のとおり。 

（石塚）本プロジェクトと WAAPP2 との関連をどう考えるか。  

（Frempong）本プロジェクトと WAAPP2 との関連については、多くの部分で協働できる箇所があり、

相乗効果を期待する。普及面では、WAAPP2 はシエラレオネの「National Extension Policy」を作成

するが、今年中に調査を行い、実際のドラフト作業は 2011 年以降となる見込み。研究面では、

Competitive Scheme の導入を予定しており、研究者からのプロポーザル提出を受けて研究ニーズ

を絞り込み、選択的に資金を投入していく。一方、本プロジェクトでは施肥の度合いに応じて ATP

の複数パターン化を行うとのことだが、土壌が酸性の地域では石灰を撒く等の対策が必要であり、

サイトでの土壌テストを実施することが望ましい。 

（花井）既往案件では期間が限られており、土壌分析は必ずしも完全ではなかった。普及面につい

ては、JICAが本プロジェクトで実施するトライアルの結果をWAAPP2にフィードバックさせることも可

能と考える。 

（花井）NSADP の柱のひとつである Smallholder farmers commercialization の手法として ABC がク

ローズアップされているが、どう捉えるか。 

（Frempong）FFS や既存の FBO との役割分担、機能の明確化がまだ十分でないと考えている。 

 

FAO 訪問 

日時：2010 年 3 月 10 日 14：00-15：30 

場所：FAO オフィス 

参加者：FAO 現地代表 Dr. Kevin D. Gallagher 

調査団（花井、加藤、石塚） 

内容：現時点での案件の枠組みにつき説明を行った後、意見交換を行った。主なやり取りは以下

のとおり。 

（Gallagher）既往案件で作成された稲作技術パッケージを特に Lowland で評価しており、その成果

の一部を FFS の教材にも取り入れている。一方、Boliland や Upland ではまだアクション・リサーチの

余地があると考えている。またコメだけでなく、落花生等のマメ類の裏作も併せたパッケージとする

必要がある。マメ類の裏作は Inland valley swamp では重要だが、Boliland では難しい。 
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（Gallagher）近年農民の肥料や精米機へのアクセスは改善されてきている。今年は多くの農民が小

規模精米業者にコメを売ることができる。精米機については、MAFFS は大規模のものを導入し 1～

2 名の人間を配置して運営する方法を考えているようだが、現在のシエラレオネでは 1～2ｔ/時間の

小規模のものでかまわない。現在 Irish Aid がフィリピン人の精米の専門家を招聘、精米及びビジネ

スの支援をしているところ。また（イタリアで地域特産品として各地域のワインが登録されているよう

に）米やパーム油で地域ごとの Local branding もできればと考えている。 

（Gallagher）ここ 2 週間の動きとしては、Smallholder commercialization scheme（SCS）の立ち上げが

急速に進んでおり、①ABC、②Social Protection が 2 本柱。①については、FFS 及びプロセッシン

グ、マーケティングおよび生活改善にかかるトレーニングが主体であり、日本の戦後の生活改善ア

プローチも参考にしている。FFS は、Farmer facilitator、Extension facilitator への研修であり、

Learning by doing 方式の Training of farmer trainer である。2009 年内に ABC を 195 箇所に設置

予定である。投入財の小売販売（現在シエラレオネには投入財の卸売業者がオランダの 1 社しか

ない）やマイクロクレジット供与、共同出荷等の機能を持たせようとしており、日本や韓国の農協をイ

メージしている。ただし、オーナーとなる FBO に対する経営研修は必要である。また MAFFS を中

心としたABCのネットワーク化、将来の各ABCの組織としての独立も視野に入れている。②につい

ては、飢餓予防の側面であり、WFP が進めている Food for Work 等がその一つ。 

（Gallagher）本プロジェクトでも、技術普及の際に ABC や FFS が活用されることが望ましい。設置さ

れる展示圃場において FFS の手法を用いて研修を行うとともに、FFS の講師となる FEW や FBO を

Makali や Kenema 等 FAO の FFS の Training Site で育成することが考えられる。またカンビアの場

合は RARC を FFS の Training Site とすることも考えられる。多くの県で直接の協力を実施する必要

は必ずしもなく、ひとつでも拠点があれば、そこを中心に全国展開できる。RARC は MAFFS よりも

Management がしっかりしている。普及面においては RARC は普及のためのトレーニングの役割を

持てばいい。その他の普及の仕事は基本的には MAFFS 普及局の仕事。また MAFFS に設置され

ている Food Security Unit が「Strategic grain reserve」を策定しており、ASEAN で日本が支援した

Rice Bank の事例紹介などを JICA に期待しているかもしれない。 

（花井）FFS の手法を用いて、シエラレオネではこれまでどの程度の規模の研修が行われている

か。 

（Gallagher）2003 年以降計約 25,000 名に研修を行った。本プロジェクトで作成される技術パッケー

ジを FFS の教材として提供いただくなどの連携が望ましい。 

（花井）ABC という概念は、センターの建物を指すと同時に、投入財の販売や農業技術普及といっ

た同センターの機能をも包含するという理解でよいか。また、ABC 設立の資金源はどこか。 

（Gallagher）ABC の考え方についてはご指摘のとおり。建物の建設は農民参加で行われる。資金

については、NSADP 及び SCS の支援を行う EU Food Facility（約 10 億ドル）や WFP、AfDB、IFAD、

アイルランド、イタリア、FAO 等が協力して負担することになる。なお SCS のコンセプトは、2008 年の

食糧危機に際して立ち上げられた National Agricultural Response Program（NARP）や Operation 

Feed the Nation（OFTN）の流れを汲んでいる。 

（花井）NSADP ではドナー資金のバスケット化が掲げられているが、これは MAFFS 大臣がタンザニ

アを昨年訪れたことも影響していると仄聞している。 
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（Gallagher）バスケットファンド立ち上げにはタンザニアでも 2 年かかった。加えて、シエラレオネ政

府のバスケット資金管理能力に疑問符がつくことから、資金のバスケット化がここ 1、2 年の間に急

速に進むとは考えづらい。 

（花井）NSADP や SCS と WAAPP2 との関係をどう捉えるか。 

（Gallagher）まず、NSADP は稲作面において NRDS を Refer しているのは間違いない。NRDS プロ

セスは Dr. Jalloh が 9 月に SLARI を去って以降、当地ではあまり進んでいなかったが、先週 CARD

事務局の平岡氏が来てからまた前進し始めた。また、Regional な枠組みである WAAPP と、生産物

の輸出入を掲げる NSADP との親和性は高い。 

（Gallagher）現在の MAFFS の体制については、MAFFS 県事務所は District Council にレポートす

る体制となっている。予算は MAFFS 本省より District Council に配賦され、県の農業開発計画策

定はここで行われることとなるが、MAFFS 県事務所はそれをサポートする。MAFFS 県事務所の所

長は農業技術者としてはよくても、マネージャーとしての能力には疑問符がつく。カンビア県の今

の所長は比較的良いほう。 

（花井）本プロジェクトは ATP 改訂及び普及の 2 本柱から成るが、前者については RARC、後者に

ついては FAO が支援する SCS としっかり連携しなければならないことがわかった。現行 ATP は生

産技術が主体だが、FBO を対象とした収穫後処理や流通面も含めたほうがよいか。また精米機を

ABC に設置することも考えられるか。 

（Gallagher）そう考える。MAFFS の現在のパラダイムは Value chain である。 

（花井）シエラレオネでの国産米の競争力はどうか。 

（Gallagher）現在フリータウンでは国産米価格が輸入米よりも高いが、これはコストの差によるもので

はなく、国産米のほうが好まれているからである。パーボイル加工してあることも一因。ただし石の

混入は問題である。 

 

MAFFS 普及局長訪問 

日時：2010 年 3 月 10 日 17：20-18：20 

場所：Bintumani Hotel 

参加者：MAFFS 普及局長 B. J. Bangra 

調査団（加藤、井上） 

内容：現時点での案件の枠組みにつき説明を行った後、意見交換を行った。主なやり取りは以下

のとおり。 

（Bangra）シエラレオネの農業政策では Small Holder Commercialization Scheme の方針のもと

Subsistent Farmer の Commercial Farmer への転換を進めつつある。具体的には FFS に参加して

いない農民に FFS を受けさせ、FFS に参加した農民をグループ化（FBO）し、FBO を 2～5 グルー

プ集めて ABC を設置するもの。ABC を構成する農民グループの中から数人を選び ABC Board を

設置し、それにより ABC のスーパーバイズを行う。 

（Bangra）各 ABC は肥料、パワーティラー、除草剤、農薬、ハーベスター、ジュートバッグ、キャッサ

バグレーダー等の農業投入財の提供を受け、それを市価の 60％の価格で販売する。売上金は貯

金し、ABC でのビジネスに使用する。 
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（Bangra）このアプローチについてはバスケットファンド方式が理想的と大臣は考えているが、ドナ

ーごとに援助の形が違って現実的でないため、各ドナーが夫々責任をもって資器材の調達等から

全て行う形となる。 

（加藤）ABCはバリューチェーンに沿って生産、収穫後処理及び加工、マーケティングという一連の

流れ全てをカバーすると理解しているが、研修はどのように行うのか。 

（Bangra）生産技術については FFS にて研修を行う。FBO を集めて ABC を設置する段階で収穫後

処理及び加工、マーケティング、ABC の管理運営にかかる研修を行う。 

（加藤）収穫後処理及び加工、マーケティングの研修の実施者は？ 

（Bangra）FAO 等のドナーが実施する。JICA もこれを担うのであれば歓迎。2009 年は全国で 390

の FBO（30/県×13 県）を、2010 年は 52 の FBO（4/県×13 県）の計 442 の FBO に研修を行い、

Subsistent Farmer から ABC を担える活動的なグループ（viable entity）にしたい（夫々の年に完了

するということではなく、研修は継続中）。 

（加藤）このコンセプトの中での普及員の役割は何か。また生産だけでなく収穫後処理および加工、

マーケティングまでの全てを普及員がカバーすることはできないのではないか。 

（Bangra）普及員もこのプロセスの中で農民とともに訓練されることとなる。また訓練された経験のあ

る普及員が研修の講師となり得る。1 人の普及員が全ての事項をカバーできるわけではないが、各

普及員ができることをやっていく。シエラレオネでは 1990 年代から UAES（Unified Agricultural 

Extension System）を導入しており、普及員（FEW）が浅く広く全ての事項を担当し、普及員がカバ

ーしきれない事項があれば、彼らの上に位置する SMS（Subject Matter Specialist）に照会（refer）す

る方法をとっている。この方式に沿い、できる者がその部分を担当することとなる。 

（井上）これを行っていくにあたり、今後普及員の数をどのように増やしていくのか。 

（Bangra）MAFFS では今後普及員の数を増やすため、研修を行っていく計画がある。 

（加藤）Small Holder Commercialization Scheme と普及の関連を示したドキュメントは存在するの

か。 

（Bangra）現段階では存在しないが、現在普及政策のドラフトを作成しているところであり、この中に

全て盛り込まれる予定。 

（加藤）カンビアにおける ABC の数および場所は決定済みか。 

（Bangra）その通り。MAFFS-K にて情報を得ることができる。 

 

RARC 訪問 

日時：2010 年 3 月 11 日 14：00-16：00 

場所：RARC 会議室 

参加者：RARC 所長 Dr. Idris Baggie  

RARC 研究者約 10 名  

立田企画調査員、調査団（花井、井上、加藤、石塚） 

内容：現時点での案件の枠組みにつき説明を行った後、意見交換を行った。主なやり取りは以下

のとおり。 

（Baggie）現在RARCでは20名以上の専門家を含め多くの人材を有しており、本プロジェクトに対し
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（Bangra）このアプローチについてはバスケットファンド方式が理想的と大臣は考えているが、ドナ

ーごとに援助の形が違って現実的でないため、各ドナーが夫々責任をもって資器材の調達等から

全て行う形となる。 

（加藤）ABCはバリューチェーンに沿って生産、収穫後処理及び加工、マーケティングという一連の

流れ全てをカバーすると理解しているが、研修はどのように行うのか。 

（Bangra）生産技術については FFS にて研修を行う。FBO を集めて ABC を設置する段階で収穫後

処理及び加工、マーケティング、ABC の管理運営にかかる研修を行う。 

（加藤）収穫後処理及び加工、マーケティングの研修の実施者は？ 

（Bangra）FAO 等のドナーが実施する。JICA もこれを担うのであれば歓迎。2009 年は全国で 390

の FBO（30/県×13 県）を、2010 年は 52 の FBO（4/県×13 県）の計 442 の FBO に研修を行い、

Subsistent Farmer から ABC を担える活動的なグループ（viable entity）にしたい（夫々の年に完了

するということではなく、研修は継続中）。 

（加藤）このコンセプトの中での普及員の役割は何か。また生産だけでなく収穫後処理および加工、

マーケティングまでの全てを普及員がカバーすることはできないのではないか。 

（Bangra）普及員もこのプロセスの中で農民とともに訓練されることとなる。また訓練された経験のあ

る普及員が研修の講師となり得る。1 人の普及員が全ての事項をカバーできるわけではないが、各

普及員ができることをやっていく。シエラレオネでは 1990 年代から UAES（Unified Agricultural 

Extension System）を導入しており、普及員（FEW）が浅く広く全ての事項を担当し、普及員がカバ

ーしきれない事項があれば、彼らの上に位置する SMS（Subject Matter Specialist）に照会（refer）す

る方法をとっている。この方式に沿い、できる者がその部分を担当することとなる。 

（井上）これを行っていくにあたり、今後普及員の数をどのように増やしていくのか。 

（Bangra）MAFFS では今後普及員の数を増やすため、研修を行っていく計画がある。 

（加藤）Small Holder Commercialization Scheme と普及の関連を示したドキュメントは存在するの

か。 

（Bangra）現段階では存在しないが、現在普及政策のドラフトを作成しているところであり、この中に

全て盛り込まれる予定。 

（加藤）カンビアにおける ABC の数および場所は決定済みか。 

（Bangra）その通り。MAFFS-K にて情報を得ることができる。 

 

RARC 訪問 

日時：2010 年 3 月 11 日 14：00-16：00 

場所：RARC 会議室 

参加者：RARC 所長 Dr. Idris Baggie  

RARC 研究者約 10 名  

立田企画調査員、調査団（花井、井上、加藤、石塚） 

内容：現時点での案件の枠組みにつき説明を行った後、意見交換を行った。主なやり取りは以下

のとおり。 

（Baggie）現在RARCでは20名以上の専門家を含め多くの人材を有しており、本プロジェクトに対し
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ても協力を惜しまない。 

（Dixon）既に書面で回答しているが、最適な施肥量・タイミング等についてATPの追加実証が必要

であると考えている。政府方針と Align させるためにより高投入型の技術パッケージの作成を目指

すなら、尚更である。収量の低さが問題と認識しているが、改良品種の導入や施肥水準の設定が

重要。SRIについても検討する。多くの農民を参加させることで多様性のある結果が持てる。一つの

生態系で約 20 の試験サイトが必要。5 つの生態系をカバーするのであれば更に費用がかかること

を認識する必要がある。他県への拡大については農民に焦点を置いたものにすべき。 

（花井）全国で実証を実施しなくても全国に共通する ATP を作れるというのが我々の認識。ただ、

現行 ATP は 5 つの生態系をカバーしているが、IVS での水稲移植栽培に重きを置いていた。本プ

ロジェクトでは IVS に重点化すべきか。 

（Dixon）IVS にポテンシャルがあるのは間違いない。カンビアで実証事業を行うのであれば、

Mangrove や Boliland も広い面積を占めていることから、ATP 展開の観点からはスコープに含める

べきではないか。 

（Jonhson）亜鉛等の微量要素分析も重要であることを強調したい。 

（花井）JICA は研究機関ではないことに留意されたい。限られた期間の中でフィールドで成果を出

さねばならない。本プロジェクトでは ATP 改訂と普及を同時に行う予定。微量要素分析については、

プロジェクトが始まればRARCの機能強化の観点から支援できる可能性があるが、本プロジェクトの

メインスコープではない。基本的には RARC の実験圃場と農家の圃場で実証を行っていけばい

い。 

（加藤）RARC が実施している普及関連活動にはどのようなものがあるか。 

（Baggie）普及のひとつ前の段階（Pre-extension）の技術実証が主体。参加型手法を用いて農家の

圃場でデータ収集を行い（Participatory Technology Development Method）、ラボでの研究を行う。

新しい技術を農民に試してもらい（exposure of technology）、その反応を踏まえて必要な技術を開

発していくという、On-farm Research Activities を行っている。 

（花井）その活動は厳密にいえば「普及」ではなく Exposure of Technology である。本プロジェクトに

もぜひこれまでの経験をフィードバックしてほしい。 

（立田）FFS と RARC／SLARI の関係はどうか。 

（Baggie）RARC において FFS の Training of Trainers を行うことが考えられる。最初に技術的なポテ

ンシャルの高い農民グループを見つけることが重要と考える。 

（Dixon）IVS は広く分布しており、収量を増やしたいのであれば IVS に優先度を置くべき。 

（花井）現行 PDM について補足すると、一概に「Model farm」といっても、成果１にかかる

Experiment farm と成果２にかかる Demonstration farm は区別して検討する必要がある。また、現在

政府が考えている SCS は、Commercial farming を行う一部の農民にしか裨益しないのではないかと

いう懸念を持っている。 

（Dixon）ここ数年でソルガムの生産量が一気に伸びたように、需要があれば生産者は自発的に技

術を受容・普及していく。その意味では Subsistent farmer にも一定の便益が生じるのではないか。 
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MAFFS-K 訪問 

日時：2010 年 3 月 12 日 9：00-12：00 

場所：MAFFS-K 議室 

参加者：MAFFS-K 職員 約 5 名  

立田企画調査員、調査団（花井、井上、加藤、石塚） 

内容：現時点での案件の枠組みにつき説明を行った後、意見交換を行った。主なやり取りは以下

のとおり。  

（Sayo）施肥について、Upland NERICA（NERICA3）で施肥を行ったら収量が 4t/ha となり驚いた。

適時に適量の施肥を行ったら効果が大きいということが分かった。JICA は何をやろうとしているの

か。この国で肥料は高く入手も困難で、それが大きな問題。 

（立田）ABC は肥料へのアクセスが改善されるアイデアだが。 

（Sayo）政府の関与が必要。価格は上がっており、160,000 レオン/50kg する。JICA のプロジェクト

でも施肥（NPK（15:15:15）200kg/ha、尿素 100kg/ha）をしたが、損益はプラスマイナスゼロで儲け

がなかった。 

（花井）既往案件では施肥で 2.0t/ha の収量。昨年 1 月の Rice Conference で MAFFS は少ないと

言っていたが。 

（Sayo）それは素晴らしい結果。 

（花井）新しいプロジェクトでは全国を見ていかなければいけない。そのために現在の ATP に幅を

持たせなければならない。エラボレーションはそれを意味する。MAFFS-K の意見と同様、既往案

件の ATP はシエラレオネの現状に即したものと考えている。しかし、現在の SCS のコンセプトのもと

では、ATP の目標収量は必ずしも十分ではない。また、今回のプロジェクトでは同時に ATP を一定

数の農家に普及しなければいけない。 

（Sayo）いい種子を使えば収量は 20％上がる。また、技術を適用するタイミング（Cropping Calendar

の遵守）が重要。肥料がなくてもこれらを改善すれば収量は上がる。施肥は現実的ではない。 

（花井）肥料へのアクセスの困難さは理解している。 

（Kaba）解決策はあるが貧困のせいで ATP を提供できないのが問題。また、普及システムをどう改

善していくかも問題。もっと普及員が農民にアクセスできればいい。 

（立田）ABC はカンビアで 15 とされているが、サイトは決まっているか。既往案件のパイロットサイト

はアクセスがいいので、ここに ABC ができるといい。 

（Sayo）まだスタートしたばかりだが、ロクープル等があげられている。 

（Kaba）カンビアには 3 つの Recommended CBO（Community-Based Organization）がある。ABC の

サイト選定は CBO が行う。 

（花井）CBO と FBO の関係は？ 

（MAFFS-K スタッフ）FBO は大きなアンブレラグループ。この下に CBO がサブグループとして存在

する。 

（花井）ABC の設置には土地や建設のための道具が必要では。 

（Sayo）ABC のコンセプトは 1 年前に決まった。コーディネーターがいるので、聞く必要がある。 

（Kaba）カンビア県には 30 の FBO（IVS：15、Upland：15）があり、彼らが ABC の設置場所を決める。
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FFSコーディネータ3名が現在MakaliでABCにかかる研修を受けている。資機材はすでにASREP

により供与されている。 

（花井）JICA の活動は ABC を設置するものではないが、ABC のコンセプトにはアラインすべきと考

えている。ABC に普及の機能はあるか。 

（Sayo）ABC のトレーニングは FFS の ToT で行われる。 

（加藤）ABC のコンセプトのもとでの普及員の役割は。 

（Sayo）FBO の結成、建設のための資機材の提供、場所の選定等における Mobilization。 

（花井）FFS と ABC の関係は？ 

（Sayo）いまだブレインストーミング中。昨年 12 名の FEW がマカリにて 2 週間の FFS のトレーニング

に参加した。内容はキャッサバ、コメ等の栽培技術についてと、ABC について。 

（花井）FFS のトレーニングに参加した FEW は帰ってから何をしている？ 

（Sayo）農民を集めて FFS を開く。作物についての訓練、問題の解決方法を見つける訓練を行う。

フィールドにて既存の技術と推奨技術を比較しながら行う。 

（花井）戦後 FFS にどれくらいの農民が参加したか？ 

（MAFFS-K スタッフ）9 つの FFS が開催された。 

（花井）ABU と ABC の違いは？ 

（Sayo）ABU は FFS に統合された。FFS は技術移転、ABU はビジネスのための訓練。この二つが一

つになった。 

（MAFFS-K スタッフ）ABU のコンセプトはどのように農民を商業化していくかということ。ABU ではビ

ジネススキルを教える。ABC はもっと狭く、インプット・ショップとマーケット・アウトレットのみ。 

（Sayo）カンビアには 400 人の農民で構成される ABU が 40 ある。夫々の ABU は 16 のサブグルー

プを持ち、夫々のサブグループは 25 名の農民で構成される。つまり、カンビア全体で 16,000 人の

農民が ABU に参加している。 

（立田）UNDP は ABU のトレーナーを送ったか？ABU コーディネーターは？ 

（Sayo）トレーナーは送ったが、農民の数が多すぎて扱いきれない。コーディネーターは以前いた

が、今はいない。 

（花井）FFS トレーニングから戻った普及員は？ 

（MAAF-K スタッフ）ABU は MAFFS とは関係ない。ABU は独自に運営されており、MAFFS は除外

されていた。ABU は独自にスタッフを雇っていたが、彼らは生産に関する知識がない。また現在は

全て去ってしまい、効果的とはいえない。 

（花井）ABC は農民の商業化を支援するものであり、このプロセスに従い普及システムも変わって

いくのではないか。例えば主たる普及ターゲットは FBO となるのでは。 

（Kaba）そのとおり。ASREP では FBO にインプットを提供した。 

（花井）もしそうであれば ATP は FFS を通じて FBO に普及されるべきか。 

（Sayo）もっと多くの FBO が必要。現在の 30 はパイロットなので、今後増えていく。 

（立田）FFS の記録はあるか？ 

（MAFFS-K スタッフ）本省に送っているので分からない。 

（花井）フェーズ 2 では ATP の精緻化について RARC にも一定の役割を持たせたい。 
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（Sayo）フェーズ 1 では RARC は何もやらなかった。 

（花井）ATP の精緻化においては、RARC による技術的な裏づけ（Backstop）が必要。 

（Sayo）RARC スタッフのキャパシティビルディングをやってほしい。 

（立田）RARC にはオン・ファーム・リサーチをやってほしい。高いレベルのことは求めていない。 

（花井）しかし、RARC はオン・ファーム・リサーチの経験がない。この点で能力強化を行いたい。 

（Sayo）ATP をレビューする必要があるか？ 

（花井）そのとおり。終了時評価では RARC によるレビューもしくは技術的支援の必要性があると指

摘されている。 

（Kaba）これまで多くの研究がなされているが、それが生かされていない。この観点から、これまでの

成果をもとに何をすべきか、すべきでないか考えるべき。 

（Sayo）研究と普及のリンケージができればよい。 

（Kaba）フェーズ 1 では RARC は興味を示さなかった。研究を任せたいのであれば、JICA がもっと

プッシュすべき。 

（Sayo）Lowland の 15 の FBO のうち 10 の FBO が ASREP により資機材の提供を既に受けている。 

（花井）そうであれば普及ターゲットは、ASREP が支援している Lowland の 15 の FBO ということでよ

いか。 

（Sayo）30 の FBO を支援すべき。 

（花井）ATP は多くのコンポーネントがあるが、本音をいえば Lowland における移植栽培技術を中

心に精緻化を図っていきたい。 

（Sayo）JICA が新しい FBO を作って ATP を提供し、それに収穫後処理やマーケティングを含める

べき。 

（花井）FBO を結成すること自体は JICA にとっては難しい。 

（Sayo）展示圃場を 56 セクションすべてに設置する計画だったのでは。 

（花井）SCS が進められる中、FBO を無視できない。 

（Sayo）元々存在するFBOを利用してサポートすればいい。重複を避けるため、ASREPで支援を受

けていない FBO を支援するとしたほうがいい。 

 

Robat 訪問 

日時：2010 年 3 月 12 日 13：00-14：00 

内容：既往案件の稲作パイロットサイトであった Rabat（準マングローブ）を訪問した。現在は乾季の

ため稲作は行われていないが、プロジェクト終了後の 2009 年の雨季には既往案件 ATP の技術を

用いて稲作が行われた。既往案件当時は約 10 名の「JICA1」と呼ばれる農民グループが稲作を行

っていたが、現在は「JICA２」と呼ばれる新たな農民グループが組織され、同様に ATP の技術を適

用しつつある。 

また既往案件で「JICA１」に対して供与した籾摺り精米機は、市場が近いこともあり、Robat のみ

ならず近隣地域の生産者にも利用されている。その際、一定の使用料が「JICA1」に支払われてい

る。エンジンを除いた箇所が故障したものの、積み立てた使用料を用いて中国製のものに買い換

えている。 
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Robat 近隣の市場での買い取り価格は、パーボイル加工の籾が 2500SLL／ブッシェル（約25kg）、

未加工の籾が 2000SLL／ブッシェル（25kg）である。精米すると、パーボイル加工の米が 700SLL／

バターカップ（約 250ｇ）、未加工の米が 600SLL／カップとなる。 

 

RARC 実験圃場訪問 

日時：2010 年 3 月 12 日 16：00-17：00 

内容：RARC の実験圃場（IVS）を視察した。2ha の圃場で NERICA が水田で栽培されており、乾季

にもかかわらず多くが穂を付けていた。ただし、いもち病らしき症状の稲が散見された。 

 

FBO との意見交換 

日時：2010 年 3 月 13 日 9：00-10：30 

場所：調査団滞在ホテル 

参加者：FBO「Magbema Women Cooperative」代表 Ms. Isata S. Bangura  

立田企画調査員、調査団（花井、井上、加藤、石塚） 

内容：MAFFS-K より紹介された FBO の代表と面会し、同 FBO の概要や FFS、ABC との関わりに

ついて聞き取りを行った。主な結果は以下のとおり。 

（Bangura）2002 年に設立し、マシネとカンビア、2 つのサイトでそれぞれ約 50 名（男性 20 名）のメ

ンバーがいる。メンバーの住むコミュニティは約 20 にまたがる。主にコメやキャッサバ、ソルガムや

ベニーシーズ？を栽培している。コメはパーボイル加工の後近隣の市場で販売している。これまで

MAFFS-K や UN、いくつかの NGO の技術・資金面での支援を受けてきた。National Farmers 

Federation からも支援を受けている。また、県議会に対して FBO としての登録を毎年行う必要があ

る。 

（Bangura）2009 年に National Agricultural Response Program（NARP）の対象 FBO としての登録を

受けた。FFS などの活動実績や意欲が認められた結果。種子や肥料、脱穀精米機やパワーティラ

ーが供与されている。 

（Bangura）約 10 名規模の FFS が 5 グループ存在し、MAFFS-K の FFS コーディネータより技術支

援や肥料・種子の供与を受けている。FEW が FFS メンバーに対する技術支援に加わることもある。

FFS のメンバーは、他の生産者に対し、必要に応じて技術指導を行っている（Farmer to Farmer 

extension）。各 FFS は共有の Common Farm を有しており、MAFFS-K の FFS コーディネータから

供与された資材は Common Farm でのみ使用される。現在、FFS の数を増やすよう MAFFS-K に働

きかけているところ。 

 

Kalintin 訪問 

日時：2010 年 3 月 13 日 12：30-13：00 

内容：既往案件のパイロットサイトのひとつである Kalintin（Boliland）を視察した。稲作規模は約

0.5ha。2009 年の雨季には水稲移植により 2008 年雨季と同規模の稲作が行われた。ただし同行し

た担当 FEW によれば、Boliland では労働投入の制約上、陸稲直播のほうが一般的に好まれる傾

向にあるとのこと。 
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Sabuya 訪問 

日時：2010 年 3 月 13 日 14：30-15：00 

内容：既往案件稲作パイロットサイトのひとつである Sabuya（IVS）を視察した。稲作規模は約１ha。

乾季ながら湧水を利用した NERICA 栽培がわずかな面積ながら行われていた。既往案件で導入し

た精米機は故障しており、現在修理中である。 

 

バーモイルマ市場視察 

日時：2010 年 3 月 13 日 16：00-16：30 

内容：ギニア商人も多く集まるカンビア県で最大の国際市場であるバーモイルマ市場（土日開催）

にて肥料の流通状況について調査を行った。主な結果は以下のとおり。 

ギニア、ギニアビサウ、バンジュール（ガンビア）等から肥料が流入しており、シエラレオネのものに

比べて価格が安い。コビアの種子増産プロジェクトのほか、マケニ、マンボロ等に多量の肥料を提

供している。売買は基本的には受注ベースで、注文を受けてから運んでくる。基本的には注文を

受けてから 2 週間で届く。購入者は最初に 50％のデポジットを支払い、肥料を受け取る際に残りの

50％を支払う仕組み。受注ベースだが、時々は運んできてこの市場で売っている。この市場で少

量をパッケージにして小売している商人もたくさんいる。（肥料を扱っている倉庫を訪問） 

肥料の商売は 30 年以上前から行っている。この場所は肥料のみを扱っているのではなく、倉庫の

オーナーがおり、その場所を借りて肥料を扱っている。肥料の価格は安定していない。需要は非

常に伸びている。例えば先週は 50kg の袋を 500 袋売った。このような形で肥料の商売を行ってい

るのはここのみ。現在の肥料の価格は以下のとおり。 

NPK（15:15:15）：180,000 レオン/1 袋（50kg） 

NPK（17:17:17）：175,000 レオン/1 袋 

尿素：160,000 レオン/1 袋 

 

MAFFS-K 訪問 

日時：2010 年 3 月 14 日 09：30-10：30 

場所：MAFFS-K 会議室 

参加者：MAFFS-K 所長 Mr. Sayo、Mr. Kaba 

立田企画調査員、調査団（花井、加藤、石塚） 

内容：現時点での案件の枠組みにつき説明を行った後、意見交換を行った。主なやり取りは以下

のとおり。 

（所長）JICA の新規案件はカンビア全体でやろうとしているのか？ 

（花井）SCS のもと、FBO を対象にしたいと考えている。 

（所長）FBO はたくさんある。ASREP で 30 の FBO が対象となっているが、これはモデルのようなも

の。もし可能であれば他のグループを対象としていくべき。National Agricultural Response 

Programme のもと、ASREP は 30 の FBO を支援し、NERICA はまた別の FBO を支援している。 

（所長）7 チーフダムに 15 の ABC を設置予定であり、サイトは既に決定している。全てのチーフダ

ムからアクセスしやすい場所を考慮して決定している。 
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（花井）FBO が 2 から 5 集まり、ABC を運営すると理解している。カンビア全体でどれだけの FBO

がいる？ 

（所長）FBO は 300 近くあり、現在それらを取りまとめているところ。ABC は限られた FBO によるも

のではなく、その地域の全てのFBOが裨益するもの。約5名のABCの運営委員（Board Members）

も多くの FBO の中から選出される。 

（Kaba）ABC がどれだけのキャパシティを持ったものなのか、まだわからない。また ABC は農業投

入財の販売及び農産物の販売のための施設であり、FBO 支援とは切り離して考えたほうがいい。 

（花井）JICA としては ATP は IVS にフォーカスしたい。 

（所長）そうであれば大事なのは灌漑。これに取り組んでほしい。農民は利益を見ることができれば

その後も取り組んでいく。 

（花井）灌漑開発は資金がかかるため大規模な質問は現実的ではないが、本プロジェクトでも簡易

でコストのかからないものについては取り組む可能性もある。 

（Kaba）サイト選定のクライテリアについては、①ABC へのアクセス、②他のサポートとの重複回避、

③稲作生態系が考えられる。 

（所長）JICA のプロジェクトでカバーできる FBO の数を伝えてもらえれば、MAFFS-K で紹介するこ

とも可能。 

 

MAFFS 次官訪問 

日時：2010 年 3 月 15 日 14：00-17：00 

場所：MAFFS 次官 執務室 

参加者：Mr. Sankoh（MAFFS 次官） 

Mr. Bangra（MAFFS 普及局長） 

Mr. Massaquoi（MAFFS 作物局長） 

立田企画調査員、調査団（花井、加藤、石塚） 

内容：現時点での案件の枠組みにつき説明を行った後、意見交換を行った。主なやり取りは以下

のとおり。 

（花井）カンビア県では SCS のコンセプトのもと、15 の ABC を設置するための実際のプロセスが進

んでおり、FFS コーディネーターのトレーニングも行われている。従って、JICA のプロジェクトのメイ

ンターゲットは FBO であるべきと考える。また TP-R の精緻化について RARC と話し合い、①違うレ

ベルでの施肥、②費用対効果分析、③土壌分析が重要であるとの認識。対象稲作生態系は主に

移植栽培が可能な Lowland としたい。これには移植栽培が可能な Boliland も含まれる。 

（Sankoh）SCS はこれから始まる。大規模農家の支援も行うが、シエラレオネの多くの農民は耕地面

積 1.5～2ha の小規模農家。Lowland に従事する農民は少なく、多くが Upland に行く。Upland は混

作であり、コメとともにキャッサバ、メイズ、カウピー、落花生を栽培している。Lowland で年 2 回栽培

できればよいが、肥料が少ないのが現状。SCS では FBO が支援の対象。そうすることで肥料等の

農業投入財へのアクセスが容易になる。また FBO を技術的にトレーニングする。どのように FBO を

効果的な組織にしていけるかが重要。 

（Sankoh）耕地面積の拡大、収量の拡大を行っていく。耕地面積の拡大についてはパワーティラー
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を、収量の拡大については農薬を導入していきたい。その他小型の精米機の導入等による収穫後

処理の改善にも取り組む。精米機へのアクセスは非常に悪い。加えて、フィーダーロードの建設に

よるアクセスの改善も 1 つの視点。これらが現在 MAFFS が考えていること。 

（花井）それらは基本パッケージ（Basic Package）のコンセプトと理解している。JICA のプロジェクト

は政府の SCS の取り組みに付加価値をつけるものと考える。政府のコンセプトは理解したが、JICA

の新規プロジェクトは基本的には技術パッケージの改善及び普及を目指すもの。これをカンビアだ

けでなくシエラレオネ全土に適用されるものとしたい。①技術パッケージの精緻化、②技術パッケ

ージの普及が我々のプロジェクトのコンポーネント。対象農民は FBO とする。 

（Sankoh）M/M の署名には SLARI の Dr. Dixon も加わるべき。またプロジェクトは普及局と作物局と

の協働により行われるべき。 

（Sankoh）稲作に必要なのは肥料だけではない。労働力も必要。これを改善するためにパワーティ

ラーや収穫後処理機械が必要。バリューチェーン全体を考慮に入れるべき。 

（花井）バリューチェーンに従って協働すべきだが、JICA はその中のいくつかの部分、具体的には

栽培技術と収穫後処理の一部分を支援したい。 

（Bangra）JICA はカンビアにこだわっている。34 の FBO がカンビアにあるが JICA の対象は 10 しか

ない。全国を対象にするには少ない。1,000 名の農民を支援するとなると 1FBO が 25 名として

40FBO となる。約 40 の FBO を支援すべき。またカンビア県だけではなく、ポートロコ県等も支援す

べき。 

（立田）カンビアの 34 の FBO は AfDB の ASREP の支援を受けていると MAFFS-K より聞いている

が。 

（Bangra）それはトレーニングを受けただけ。JICAがこれらのFBOにトレーニングを支援する場合は

他のトレーニング内容と重複がないようにするべき。 

（花井）34 の FBO を ASREP で支援するので他の FBO を支援すべきと MAFFS-K の Ms. Fohana

から言われている。 

（Bangra）MAFFS-K 所長の認識は間違っている。 

（Sankoh）SCS のもとでの支援は、どこにギャップがあってそれをどう埋めていくか関係各者が共通

認識を持つべき。 

（Bangra）支援の重複を避けるため、今週どのドナーがどの支援をするのか、会議を行い取りまとめ

る。 

（花井）JICA はカンビア県の 34 の FBO のうちいくつかを支援するということでよいか。 

（Bangra）問題ない。 

（花井）他のドナーとの協議の必要性は感じるが、JICA としてはここにいる間にプロジェクトの枠組

みの合意をしたい。 

 

この後 Mr. Bangra の執務室に移動。Mr. Bangra、Mr. Massaquoi、調査団で協議。 

 

（Bangra）カンビア県及びトマボン県はRice ball of Sierra Leoneである。JICAの協力に感謝したい。

シエラレオネのコメを取り巻く環境は変わった。生産からマーケティングまでのバリューチェーンに
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則り JICA の技術パッケージで FBO を支援すべき。またドナーの支援はマッピングされるべき。例え

ばカンビアでは WFP は ABC の建設を担当し、Food for Work により現地の資材を使った建設を行

う。また EU は全国で ABC 建設のためのブロック製造機を供与。Irish Aid はスチール製の窓枠の

提供を行っている。 

（立田）JICA は ABC の建設に関与する必要はないということか。 

（Bangra）そのとおり。トレーニング、生産、収穫後処理、マーケティングのコンポーネントを支援して

ほしい。 

（Massaquoi）ATP があるので生産面での支援を考えるべき。肥料や除草剤の支援も必要。 

（Bangra）生産と収穫後処理は一体。 

（花井）本プロジェクトでは生産のほか脱穀、乾燥までカバーする。対象は 34 の FBO の中から選ぶ

こととなる。 

（Massaquoi）JICA の技術パッケージは費用対効果にかかる分析が十分ではない。包括的なパッケ

ージにすべき。例えば技術を教えられても種子がないと作付けが遅くなる。肥料も必要。 

（Bangra）ABC の補助金の仕組みは、支援を受けた農業投入財を ABC が価格の 60％で販売する

もの。購入する農民は当初は 20％分を支払い、残りの 40％を 5 年間の分割で支払う。 

（花井）34 の FBO と 15 の ABC の関係は？ 

（Bangra）2～5 の FBO が 1 つの ABC を設立する。数名のメンバーによる委員会が結成されるが 1

つの FBO でメンバーを占めるのは禁止。カンビアでは 25～30 名からなる FBO が 34 選定されて

おり、つまり 850 人の農民がカンビア県で ABC の対象となる。設立された ABC は開始にあたって

肥料や農薬、農業機械等の農業投入財の start-up kits の提供を受ける。EU は今年 18,000 袋の

肥料（900 トン）及び農薬を提供、ASREP はパワーティラーを入れた。また EU は 34 の FBO にトレ

ーニングを行う。JICA は技術パッケージを FFS にて広めていけばよい。今年は支援のあった肥料

で対象農民 1 人当たり 1 エーカーに施肥ができる。 

（Bangra）全ての FFS 構成員は 1 つの FFS は約 25 名のメンバーから構成される農家であり、1 農

家が 5～6 名と考えると、約 150 名が受益者となる。メンバーの中から Farmer Facilitator が選ばれ

る。FFS のトレーニングを行う Community Facilitator は MAFFS 県事務所の FEW が担当する。1

人の Community Facilitator は 5～6 のコミュニティを担当する。District Coordinator は Community 

Facilitator のトレーニングを行う。全ての FBO メンバーは FFS を「卒業」する必要がある。 

（Bangra）シエラレオネには公式な FBO とそうでない FBO がある。公式な FBO は ABU/FFS、

NFCU（National Farmers’ Cooperative Union）、DWFC（District Women Farmers Cooperative）、

NaFASL（National Farmers Association of Sierra Leone）の 4 つのどれかに所属する。ABU/FFS を

修了したら公式な FBO。他の組織は約 10％がフォーマル（つまり ABU/FFS を修了している）。上

記 4 つの組織は全て National Federation of Farmers in Sierra Leone の傘下にある。今回 ABC の

対象に指定された FBO は全国に 442 あるが（34FBO/県×13 県）これらの FBO は全て上記のい

ずれかの組織に所属している。 

（花井）カンビア県は 2009 年に選ばれた 30 の FBO のうち Lowland と Upland の割合が 15:15 だが、

他の件もみな半々か。 

（Bangra）県によって違う。例えば Bo の場合、Upland が 21、Lowland が 9 となっている。 
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（花井）農民間普及は？ 

（Bangra）FFS がその他の農民に教えるということはなく、FFS 同士がお互いに学びあう。 

 

WFP 訪問 

日時：2010 年 3 月 15 日 16：00-17：00 

場所：MAFFS 次官 執務室 

参加者：Dr. Christa Rader（WFP 現地代表） 

立田企画調査員、調査団（石塚） 

内容：WFP シエラレオネの活動や JICA プロジェクトの計画内容について意見交換を行った。主な

やり取りは以下のとおり。 

（Rader）つい先週、在ガーナ日本大使館の支援を受け、コイナヅグ県の女性組合からコメを調達し

た。国産米を調達したという意味で画期的な出来事。 

（Rader）シエラレオネでは 43 の団体が食糧のサプライヤーとして WFP に登録しており、そのうち契

約を結んでいるのは 10 団体（カンビア県では 4 団体）である。P4P スキームの性格上、調達価格は

上昇する傾向にあり、ギニアに隣接するカンビア県で生産されるコメは（ギニアに流出しがちである

ため）調達が難しい。 

（石塚）WFP としては ABC 等の SCS の動きに対して何を期待するか。 

（Rader）基本的には食糧の調達先としての役割を期待しているが、ABC がうまく機能するか、当面

の間は様子を見る必要がある。個人的には、MAFFS 等の政府のキャパシティ（人材の質・量）がボ

トルネックとなり、マネジメントがうまくいかない可能性が高いのでは、と考えている。 

 

MAFFS 普及局長訪問 

日時：2010 年 3 月 16 日 17：30-18：00 

場所：MAFFS 普及局長 執務室 

参加者：Mr. Bangra（MAFFS 普及局長） 

調査団（花井、加藤、石塚） 

内容：M/M 案について説明を行い、協議を行った。主なやり取りは以下の通り。 

 

（Bangra）IVS では雨季の間に稲を二作することが可能。二作目の作付は 9 月または 10 月から可能

なので、日本人専門家が8月に乗り込んだとしても遅くはない。今年は調達等のセットアップを行い、

来年早いうちから開始するというのもいい。 

（花井）混作でマメ類をやるのはどうか？混作はどのパターンが一般的か？ 

（Bangra）コメと落花生の組み合わせが一般的。でもコメに特化したいのであればそれでも問題な

い。この時期 NERICA を植えている農民もいる。雨季は Upland で NERICA を作り、乾季は IVS で

種子生産を行う。 

（花井）17 の Lowland FBO を対象とすることでよいか。 

（Bangra）問題ない。後日 FBO の支援パッケージを渡したい。 
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EUFF コーディネーター訪問 

日時：2010 年 3 月 17 日 11：15-12：30 

場所：EUFF コーディネーター 執務室（MAFFS 内） 

参加者：Mr. David Mwesigwa EEFU(EU Food Facility) コーディネーター、FAO 

立田企画調査員、調査団（花井、加藤、石塚） 

内容：現時点での案件の枠組みにつき説明を行った後、意見交換を行った。主なやり取りは以下

のとおり。 

（David）FFS は全国で展開されており、対象作物はコメ、キャッサバ、野菜、ジャガイモとなっている。

FAO のほか、Italian Trust、Irish Aid が支援している。 

この 3 年 MAFFS は FFS トレーニングを行ってきた。これは作物の全てのプロセス（耕地整備から収

穫）についての研修を行うもの。収穫期に FFS を卒業することとなる。普及員のキャパシティもない

中、農民自らが普及を行うのがよく、MAFFS は FFS が効果的と考えている。2003 年以降 FAO、

MAFFS、NGO 等により 1,000 以上の FFS が設立された。 

（David）現在の MAFFS の SCS は 2～5 の FFS が集まって FBO を結成し、独自に活動を行うもの。

FBO は共通のパッケージの支援を受け、小規模農家から商業農家を目指す。昨年は全国で 390

の FBO が設立された。FAO はこれらの農民をトレーニングして FBO を作る。普及員を対象とした

TOT を現在 Makali でやっている。 

（David）FBO が運営する ABC を全国で 150 設立する。ABC の支援もパッケージとなっており、建

設物はメインの建物、貯蔵庫、乾燥フロア、加工用機械、井戸、トイレ等からなる。TV、ビデオ、ソ

ーラーパネル、基本的な家具等の提供もある。すでに場所は決まっており、建設資材を農民に渡

して農民が協働で建設する。コミュニティでの共同作業のコストを除くと ABC の設立にかかる資金

は約 200 万円。トレーニングについては、①ビジネス及びリーダーシップ研修、②小売店経営研修、

③機械オペレーター研修、④モニタリング研修等が行われる。農業機械については、Lowland の

FBO には精米機、デストナー、Upland についてはキャッサバグレーターが提供される。 

（花井）どこからインプットを購入するのか？ 

（David）当面はドナーが輸入する必要があるが、将来的には民間セクターの参入が必要。政府か

らは切り離して考える必要があるが、まだ検討中。 

（花井）JICA としては農業投入財のみを無償供与するのは難しい。 

（David）できない部分があっても問題ない。 

（花井）2～5 の FBO が ABC1 つを運営することとなるが、誰が ABC の裨益者となるのか？ 

（David）ABC の農業投入財ショップは全ての農民に開かれている。 

（花井）FBO のメンバーは 20～30 世帯と聞いている。 

（David）近隣の FFS が集まり FBO を結成し、夫々の FBO からアクセスが良い場所（約 5 キロ程度

が限度）に ABC を建設する。 

（花井）選定されている FBO については FFS を卒業している農民といない農民が存在するが問題

ないか？ 

（David）それが現状。 

（David）各県で約 10 名の普及員が FFS の Community Facilitator としてのトレーニングを受けてい
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る。Makali での 2 週間の研修で 7 県 90 名が研修を受けている。これらの普及員は FBO の設立と

支援を行う。研修センターは Makali のほかに Lambayama にある。 

（David）FFS の体制について、各県の SMS 等の Senior Extension Officer が District Coordinator

となる。また FEW 等の Junior Extension Officer が Community Facilitator となり、District 

Coordinator から研修を受ける。Community Facilitator は Lead Farmer となる農民にトレーニングを

行い、その農民は Farmer Facilitator となる。この農民はいわば FFS のチェアマンとなる。上記 3 者

のトレーニングは順番に、また繰り返し行われ、Zig-Zag Training と呼ばれる。 

（石塚）District Coordinator と Community Facilitator、Farmer Facilitator の FFS での役割の違い

は？ 

（David）Community Facilitator の役割は FFS のメンバーのトレーニングを行うこと。バイクの供与も

受ける。District Coordinator はそのモニタリングを行う。 

（立田）モニタリングシステムは確立されているか？ 

（David）District Coordinator のトレーニングの際に計画を作成する。それに基づいてモニタリング

を行う。今回のトレーニングは第 1 グループ。今後さらに広げていく。 

（立田）これら一連の TOT のトレーナーは？ 

（David）現在はウガンダからトレーナーを招聘してトレーニングを行っている。また彼女を補佐する

3 名のシエラレオネ人トレーナーがいる。 

（立田）今後 FFS 手法を用いて日本の専門家がどのような支援を行えると考えるか？ 

（David）JICA のプロジェクトにとって FFS は良いエントリーポイント。既に存在する FFS との協働で

技術移転を行っていけばよい。また FAO と共同で FFS トレーニングを行っていくことも可能と考え

る。 

（花井）FBO パッケージと JICA プロジェクトの関係は？ 

（David）JICA プロジェクトの支援内容をまずオープンにして話し合うべき。FFS を通じてどのように

支援を行うのか、普及局の Bangra 氏及び作物局の Massaquoi 氏と考えるべき。 

 

SLARI 訪問 

日時：2010 年 3 月 17 日 13：30-14：30 

場所：SLARI 所長室 

参加者：Dr. Dixon（Director General） 

Dr. Matthew L.S. Gboku（Project Management＆Development officer） 

Dr. Sahr N. Fomba（Director） 

立田企画調査員、調査団（花井、加藤、石塚） 

内容：現時点での案件の枠組みにつき説明を行った後、意見交換を行った。主なやり取りは以下

のとおり。 

（加藤）Fertilizer management については、違うレベルの施肥量での実証調査を考えているが、ど

のようなやり方がよいか。 

（Dixon）RARC にいる Dr. Charles Dixon はこの面での豊富な経験があるので彼と協働してほしい。

収穫後処理についてはマネジメントが重要。パッケージに入れ込んでほしい。また Fertilizer 
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Management というときは水管理も入ってくるのでこれも含めるべき。 

（花井）それも含めていく。畦畔づくり等シンプルなものを紹介したい。 

（Dixon）水に起因する病気についても配慮すべき。NSADP にも農民の健康についての言及がある。

長靴の紹介等を行うべき。 

（花井）考慮する。 

（Gboku）マングローブスワンプも対象となるのか。マングローブにはそのような病気がない。 

（花井）IVS に集中する。 

（Gboku）プロジェクトでカバーされるのは全国か、カンビア県のみか？ 

（花井）技術パッケージは全国に共通のものを作る。 

（Fomba）このプロジェクトの最初に他の地域に関する調査を行えば問題ないと思われる。 

（Gboku）他の地域にも広げていく予定か？ 

（花井）もし今回のプロジェクトが成功すれば、他の県に広げていくことが可能。 

（Dixon）今回のプロジェクトで広げていくことも可能では？スタディツアー等で他県から人を呼ぶこ

とも可能。 

（Dixon）プロジェクトカウンターパートの給与へのトップアップはしないということで既に話し合って

いるので、この点については問題ない。住居も事務所もロクープルに置くべき。 

（立田）Dr. Baggie はゲストハウスの長期利用について反対だったが？ 

（Dixon）スタッフ用住居も整備することになっているので問題ない。 

（立田）WAAPP2 についてはアビジャンの会議で何らかの進展はあったか？ 

（Dixon）プログラムにはキャッサバも含まれることとなった。ドキュメントは 8 月に世銀で承認されるこ

ととなる。シエラレオネ政府内でも 5～6 月に内閣の承認を得る必要がある。 

 

MAFFS 大臣訪問 

日時：2010 年 3 月 18 日 12：30-13：00 

場所：MAFFS 大臣 執務室 

参加者：Dr. Joseph S. Sesay（MAFFS 大臣） 

Mr. B.J. Bangra（MAFFS 普及局長） 

Ms. Fohanah（MAFFS-K 所長） 

立田企画調査員、調査団（花井、加藤、石塚） 

内容：調査、協議の結果及び M/M 案につき説明を行った後、意見交換を行った。主なやり取りは

以下のとおり。 

（Sesay）シエラレオネが現在進めているのは SCS。コモデティ・アプローチ、バリューチェーン・アプ

ローチ、FBOアプローチ等が重要な要素。作物別アプローチでは、コメが最優先の作物となってい

る。政府の調査では自給達成のほか輸出も可能との結果が出ている。バリューチェーンに沿った

取り組みも大事。シエラレオネでは国産米の生産が伸びているが、売れていない。収穫後処理、加

工、マーケティングの支援が重要。FBO については、グループのうち数名がトレーニングを受けて

他のメンバーに広めていく方法が効果的。加えて灌漑も重要であり、これができれば年 2～3 回作

ることができる。灌漑について言えば、IVS の開発も重要。また生産性を向上するためには優良種
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子の導入や肥料、農薬等の投入財も重要。シエラレオネの稲作は労働力の制約もあり、農業機械

化も重要。設立予定の ABC は農業投入財の販売店となるほか、IT 機材も導入される。これにより

農民は作物の価格等の情報を得ることができる。また ABC は農民のトレーニングセンターとしても

利用される。 

（Sesay）JICA のプロジェクトについては、これ以上の研究はいらない。フェーズ 1 の結果を SCS の

文脈の中で生かしていくべき。またフェーズ 1 は 7 つのコミュニティに特化しており、インパクトがな

かった。SCS との整合性とともに対象を広げることが重要。 

（MFohana）JICA は 15 の既存の FBO を支援するとのことだが、他の FBO の支援を行ってほしい。

また、どのような活動を行うのか、資金面も含めたプランニングが重要。 

（Dr. Sesay）SCS に従って支援を行えばよい。主要なコンポーネントは FBO と ABC。これをバリュー

チェーンに従って進めていけばよい。 

（花井）そのように考えている。JICA の技術パッケージは Lowland における稲作技術が中心なので、

対象 FBO 数は、Lowland から選ばれた 15～17 程度となる。 

（Sesay）Upland の農民も Lowland に移ってきている。年に何度も作付が行えるし、集約化を進める

ことができる。 

（花井）JICA はそれほど大きな Funding Agency ではないので、全てのコンポーネントに取り組むこ

とはできない。しかし技術的な部分については貢献できる。 

（Sesay）この SCS に従って支援するのであれば支援が大きい必要もない。小さい成功例を広げて

いけばよい。CARD は NSADP にも整合性があり、シエラレオネのこの取り組みが成功例になればよ

い。 

（花井）カンビアで目に見える成果を出して他のドナーの支援を引きつけていきたい。シエラレオネ

は CARD の中でもモデル国となり得る。 

 

Makali 訪問 

日時：2010 年 3 月 14 日 8:30 - 

場所：Makali Agricultural Training Centre 

参加者：District Coodinator：Abu Bakarr Kamara 

District Coodinator：Andrew Mambu 

研修参加 FEW：MAFFS-K からの参加者 9 名 

調査団：井上、Shebora 

(Kamara) この研修は ABC の Small holders scheme on commercialization on Agricultural produce 

に関する TOT (Training of trainers) で講師は Uganda 人、シエラレオネ人の専門家が担当し、

2010 年 2 月 15 日から二週間行われている。参加者は、District coordinator や Community 

facilitator を担当する MAFFS-K に属する SMS、BES、FEW である。研修終了後、参加者は農民を

指導し、指導を受けた農民がグループ内の他の農民を指導する FFS 方式を実践する。ABC の農

民が砂、小石、木材および労働力を提供し、ドナーがシエラレオネ政府を通じて資機材を提供する。

既にいくつかの ABC では農民が材料を集め、ブロックを製造しているが、政府の提供が遅れてい

るために工事の開始を待っている。JICA がこの研修の参加者に対しての資格を与えるための研
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修を行ってほしい。 

 

Tormabum 訪問 

日時：2010 年 3 月 14 日 8:30 - 

場所：Boo and Tormabun 

参加者：Manager of Abhajar Rice Development Company：Mohamed Tejan Kella 

調査団：井上、Shebora 

（Kella） Tormabun 周辺は Bonthe 県の Sewa 川の河口に広がる大規模な河岸低湿地であり、河川

水のため塩分を含まず 7 月初め頃から 9 月末まで灌水し、その深さは深いところで 2 m 余りにも達

する。そのため、深いところではアジアから 1960 年代に導入された浮稲が栽培され、浅いところで

は水田用の品種が栽培されている。この大規模河岸低湿地は 52,500 ha あり、更に Pujuhun 県の

Bomapie にかけ約 40,000 ha 広がっている。この地域は英国植民地時代に見いだされた。このコメ

生産プロジェクトはコメ協同組合を通してシエラレオネ農産物販売委員会 (SLPMB)が資金を供給

していた。このプロジェクトは農民に 1ha を貸し、種子の供与とトラクターによる耕起、農業普及サー

ビスを提供していた。なお、施肥は行っていなかった。SLPMB は貸し付けの返済で受け取ったコメ

および農民から買い上げた余剰生産物を他の国に輸出していた。その後、ダイアモンドの発見とと

もに農民の関心がコメ生産から離れ、ダイアモンド採取のために農場から出ていき、このプロジェク

トは行き詰まった。アフリカ開発銀行とシエラレオネ政府は、このプロジェクトを引き継ぎ、前プロジ

ェクトと同様のサービスを提供したが、失敗に終わった。2007 年に Abhajar Rice Development 

Company が事業を引き継ぎ、稲作を再開した。この会社では、事業で使用する浮稲の種子を生産

し、さらに販売用の改良品種の種子を増殖している。最終的には、2,500 ha の稲栽培を目指してい

る。稲生産に携わる農民との契約の内容は、会社は、農民に種子の貸し付け、トラクターによる耕

起と播種、コンバインによる刈り取りと脱穀を提供し、農民は、借りた土地面積 1 エーカーに付き 5 

Bushel の籾を返済し、種子を 1 Bushel 借りた場合には 1.5 Bushel の籾を返済する。2009 年は

1,000 人の農民と契約を行った。SLPMB 当時の平均収量は 2t/ha であったが、昨年は 0.75t/ha に

減少した。これは、①種子の品質の低下 (1960 年代に導入された品種を依然使用している)、②洪

水が不規則であった、除草剤 (Stam F-3040) を使用した (どうして除草剤の使用が減収に結び

つくのか不明、薬害が発生した?)。 

 

パイロットプロジェクト実施地区 

日時：2010 年 2 月 25 日 ～ 3 月 16 日 - 

場所：パイロットプロジェクト実施地区 

参加者：各パイロットプロジェクトの農民グループ 

調査団：井上、Shebora 

（１）ATP の受け入れ状況と農民の評価 

１）綿密に計画された栽培暦に基づく、時宜を得た農作業 

各地区の農民グループとも共同圃場で前年の記録 (記憶) を参考に作業暦に従って農作業を実

施し、同時に個人が所有する圃場でも同様の農作業を行っていた。農民から、農作業をカレンダ
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ーにして配付してほしいとの要望があった。また、マングローブスワンプの農民から、パイロットプロ

ジェクト実施時に配付していた潮汐カレンダーを毎年配付してほしいとの要望があった。 

２）合理的な播種量 

播種量はパイロットプロジェクト実施以前に比べて減少している。しかし、播種量を決定するために

必要な苗代および圃場面積を農民が測量することは FEW の指導が得られず不可能であった。ま

た、農民にとって圃場の面積測量や種子を重量で図ることが困難であり、ha 当たりの重量あるいは

エーカー当たりの量 (Bushel) で示された播種量を実際の本田面積に応じて苗代に正確に播種

するのが困難であった。特に、Kunthai では播種量を少なく見積もってしまった。 

３）移植栽培における適切な圃場準備作業（耕起および代かき） 

本田の代かきは各地区の農民グループとも鍬を用いて行っていた。Macoth および Rosinor 地区で

はマングローブスワンプの主要雑草である Kireh-kireh の地下茎および根が一面に地面を覆って

いる圃場での耕起・代かきに多大な労力を掛けていた。この雑草が繁茂しているため、マングロー

ブスワンプ地帯では耕耘機の要望が強い。 

４）移植栽培における健全苗の育成および適切な移植（短い苗代期間、適切な苗取り、浅植え、少

ない一株植え付け本数など） 

苗代期間は本田の水掛かりの影響を受けたが、概ね農業技術パッケージの奨励期間内であった。 

浅植えで生じる浮苗に起因する欠株はほとんど認められなかった。また、マングローブスワンプで

は移植後の苗がカニによる食害が懸念されていた。しかし、移植時が丁度カニの脱皮時期と一致

していたためカニの活動は低調であり、カニの食害による欠株は全く認められなかった。 

移植時の少ない一株植え付け本数は各地区農民グループとも継続して行っていた。 

５）水管理用の畦畔建設 

潮汐の影響を受ける地区では畦畔を設けず、他の地区では既存の畦畔を直していた。 

マングローブスワンプの Macoth では干潮期を選んで施肥を行っていた。 

６）生育期間の短い近代品種の導入 

共同圃場ではパイロットプロジェクトで使用した品種を自家採取して使用し、個人が所有する圃場

でも使用していた。地区内のグループ以外の農民は在来品種を栽培しているが、Robennah では

村内の農民に対して種子の貸し付けを行っていた。 

（２）農業技術パッケージの他農民への普及 

各地区とも共同圃場で用いた農業技術パッケージの一部を農民グループの参加者の所有する圃

場でも実践しており、さらに村内で真似する農民が少なからず存在していた。さらに、Robennah、

Sabuya、Robat では新に農民グループを作り近代品種を用いて農業技術パッケージを用いたイネ

栽培を始め、Kalintin では近隣の Kasogbo 村で農民 8 名のグループを作り、在来品種を用いて農

業技術パッケージを用いたイネ栽培を始めた。 

（３）農民が直面した問題点 

・苗代の面積、播種量を正確に図ることができなかった。これは、専門家の帰国後 FEW が全く訪問

してこなかったこと、および、FEW がたまたま苗代に播種する日に来ることができなかったことに起

因していた。 

・肥料は、独自に購入できず、パイロットプロジェクト実施時に供与された肥料を苗代にのみ施与し
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た。また、肥料の管理が悪く、肥料が湿ってしまったために水に溶かして施与した地区もあった。 

・収量は、パイロットプロジェクト実施時期と比べてほぼ等しかった Macoth 地区を除く全ての地区で

減少していた。これは、分けつ数を増やすために浅植えを試みたが、施肥をしなかっため分けつ

数が増えず、単位面積当たりの粒数が少なかったため思われる。 

 

RARC 訪問 

日時：2010 年 3 月 17 日 

場所：RARC 

参加者：RARC 化学分析室長:：Mr. Foday Sumaha 

収穫後処理担当：Mr. Abdulai Bangura 

圃場管理：Mr. A.B.Conteh 

調査団：井上、Shebora 

化学分析室長の Mr.Sumaha は、RARC に採用された後 Njala 大学で修士の学位を得ている。IAEA

の研修で 2009 年 10 月から２ヶ月間ドイツで原子吸光光度計による化学分析の研修を受けた。土

壌の鉄の分析を比色法で行ったとのことであったが、その分析結果の説明はなかった。 

収穫後処理担当の Mr. Abdulai Bangura は SLARI が新規に雇用した 20 名の内 RARC に配属さ

れた 2 名の内の一人である (もう一人は Seed technology)。収穫後処理作業の調査に携わった経

験はなく、収穫処理に関する研修を期待している。必要な収穫後処理機材として作成した一覧表

の機材はインターネットで調べて記載したとのことで、これら機材の使用方法および収穫後ロスの

調査方法については理解していない。 

圃場管理責任者の Mr. A.B.Conteh は RARC で 30 年の経験を有している。圃場技師が 2 名、助

手が2名、圃場労働者が15名働いている。現在は登録種子、証明種子の増殖を行っている。支場

は、北部州の Gbomsamba、Gberre Junction、Makeni、南部州の Bein Lago and Bo、東部州 の

Blama.に配置されている。RARC 圃場における施肥は 80 kg (N)、40 kg (P2O5)、40 kg (K2O)であり、

4-5t/ha の収量を得ている。圃場試験は IRRI の方法に準じて行っているとの説明であった。しかし、

作業を行う圃場労働者が正しい調査を行っているかは疑問である。前プロジェクトにおいてプレ・

パイロット試験を RARC に委託して行ったが、その結果の収量構成要素等の調査結果に整合性が

認められず、農業技術パッケージの精緻化を行う際には専門家の立ち会いで調査方法の検証が

必要と思われる。 

 

ABC 訪問 

日時：2010 年 3 月 18 日 

場所：Rosinor 

参加者：One Word 議長：Lamina Matho Kamara 

One Word 副議長：Komrabai Kamara 

Livestock person In-charge：Ibrahim Bangura 

Adviser：Alimamy F. Kamara 

圃場管理：Mr. A.B.Conteh 
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調査団：井上、Shebora 

ABC のコーディネータの Abu Bakarr Kamara 氏の推薦で One Word (サム・チーフダム、ロシノール

村で活動する FBO、稲作を中心とした ABC の立ち上げ中) を訪問した。One Word ABC は①One 

word、②Sabenty、③Yamapa、④Sayenoh、⑤Zone 11 の 125 名 (各 FBO は 25 名) で構成されて

いる。議長は投票で選出、対抗馬が副議長となった。議長、副議長で秘書、アドバイザー、会計、

家畜担当、女性議長を指名。各 FBO は共同圃場を所有し､ABC 用の共同圃場も用意している。会

議は、毎月 15 日と月末に開催している。これまでに、MAFFS-K より種籾、耕耘機、家畜 (ヒツジ)、

籾摺り・精米機が供与され、研修が行われる予定である。ABC 設立のために、ABC 用建物、乾燥

床、籾摺り・精米機収納庫、井戸、トイレ、集会場が供与される。現在 ABC 用建物建設に必要な土

地、小石、砂、木材、労力を農民が手配し、その他の資材や建築を指導する技師がMAFFSから提

供される。建設に必要な煉瓦 10,000 個を供与されたブロック製造器で製造中である。ABC 用建物

建設に整地した用地は、Great Scarcies 川に繋がる水路の側にあり、村の中心を貫く道路沿いに

位置し、交通の便が良い場所であった。 

以上 
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５．収集資料リスト

No Title Source Date Form

1
Comprehensive African Agriculture 
Development Program（CAADP）Compact

Government of Sierra 
Leone

September 2009 PDF

2
National Sustainable Agriculture Development 
Plan（NSADP）

Government of Sierra 
Leone

August 2009 PDF

3
Smallholder Commercialization Scheme 
Operation Plan

Government of Sierra 
Leone

April 2010 PDF

4
Smallholder Commercialization Programme 
Investment Plan

Government of sierra 
Leone

May 2010 PDF

5 FBO and ABC Identification for SCP MAFFS May 2010 Excel

6 FBO Package Budget MAFFS May 2010 Excel

7   National Rice Development Strategy（NRDS）MAFFS May 2009 PDF

8

Farmers Field School（FFS）:A group 
Extension Process Based on Adult Non-Formal 
Education Methods

Dr. K. D. Gallagher, 
Global IPM Facility

1999 PDF

9
Sierra Leone Agricultural Research Institute 
Strategic Plan 2008-2017

SLARI January 2010 Word

10
Sierra Leone Agricultural Research Institute 
Operational Plan 2008-2012

SLARI January 2010 Word

11 Equipment List, RARC RARC March 2010 PDF

12
Republic of Sierra Leone 2004 Population and 
Housing Census

Government of Sierra 
Leone

November 2006 PDF

13
West Africa Agricultural Productivity Program 
（WAAPP）Sierra Leone

World Bank March 2010 Word

14
Annual Report 2008, World Food Programme 
Sierra Leone 

World Food Programme Hard Copy

15
Sierra Leone Household Food Security Survey 
in Rural Areas（Data collected in May 200）

World Food Programme Hard Copy

16
Report on the research for Port Loko, Bombali, 
Tonkolili and Moyamba

Shebora Kamara, Field 
Research Assistant of the 
preparatory study team

March 2010 Word
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